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○基幹統計調査の承認 

 

基幹統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日

労 働 力 調 査

 

総 務 大 臣

 

 

承認事項の変更 

・平成 21 年 12 月に日本標準職

業分類が統計基準として設定さ

れたことを踏まえ、本調査で使

用する統計基準に追加。 

 

H22.3.17

小 売 物 価 統 計 調 査

 

総 務 大 臣

 

承認事項の変更 

・「自動車ガソリン」の都市別小

売価格（県庁所在市及び人口 15

万 以 上 の 市 。 東 京 都 区 部 を 除

く。）の公表期日に関し、「調査

月の翌月の月末以降」から「調

査月の翌月の 20 日まで」に変更。 

 

H22.3.29

自 動車輸送 統計調査

 

国 土 交 通 大 臣 承認事項の変更 

①事業用貨物自動車について、

車両単位から事業所単位の層化

抽 出 に 変 更 （ 標 本 設 計 の 見 直

し）。 

②新たな行政記録情報を活用し

た母集団推定の導入。 

③利用ニーズの変化、他の統計

による代替性等を勘案した調査

対 象 の 範 囲 及 び 調 査 事 項 の 変

更。 

④地方支分部局経由の調査員調

査から本省直轄の郵送調査への

変更。  

 

H22.3.30

 



○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H22.3.1 衛生行政報告例 厚 生 労 働 大 臣

H22.3.2 宿泊旅行統計調査 国 土 交 通 大 臣

H22.3.2 体力・運動能力調査 文 部 科 学 大 臣

H22.3.4 法人企業景気予測調査
内 閣 総 理 大 臣
・ 財 務 大 臣

H22.3.5 最低賃金に関する実態調査 厚 生 労 働 大 臣

H22.3.8 子どもの学習費調査 文 部 科 学 大 臣

H22.3.15 油糧生産実績調査 農 林 水 産 大 臣

H22.3.15 学校における教育の情報化の実態等に関する調査 文 部 科 学 大 臣

H22.3.15 組込みソフトウェア産業実態調査 経 済 産 業 大 臣

H22.3.18 出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査） 厚 生 労 働 大 臣

H22.3.18 社会保障生計調査 厚 生 労 働 大 臣

H22.3.18 特定サービス産業動態統計調査 経 済 産 業 大 臣

H22.3.18 建設労働需給調査 国 土 交 通 大 臣

H22.3.18 生コンクリート流通統計調査 経 済 産 業 大 臣

H22.3.19 メッシュ標本調査の試行調査 農 林 水 産 大 臣

H22.3.19 特定作物統計調査 農 林 水 産 大 臣

H22.3.19 農業協同組合及び同連合会一斉調査 農 林 水 産 大 臣
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H22.3.25 環境保健サーベイランス調査 環 境 大 臣

H22.3.25 非鉄金属等需要動態統計調査 経 済 産 業 大 臣

H22.3.25 通信・放送産業動態調査 総 務 大 臣

H22.3.25 石油設備調査 経 済 産 業 大 臣

H22.3.25 石油輸入調査 経 済 産 業 大 臣

H22.3.30 作物統計調査の見直しに係る試行調査 農 林 水 産 大 臣

H22.3.30 食肉検査等情報還元調査 厚 生 労 働 大 臣

H22.3.30 民間企業における役員報酬（給与）等調査 人 事 院 総 裁

H22.3.31 職種別民間給与実態調査 人 事 院 総 裁

H22.3.31 園芸用施設及び農業用廃プラスチックに関する調査 農 林 水 産 大 臣

H22.3.31 情報通信業基本調査
総 務 大 臣
・経済産業大臣

H22.3.31 工場立地動向調査 経 済 産 業 大 臣
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H22.3.2 都民の地震時における行動調査
東 京 消 防 庁
消 防 総 監

H22.3.8 経済要求・妥結状況調査 東 京 都 知 事

H22.3.15 静岡県茶業生産流通実態調査（荒茶工場等実態調査) 静 岡 県 知 事

H22.3.19 子どもの食生活と健康についてのアンケート調査 福 岡 県 知 事

H22.3.23 春季賃上げ、一時金（夏季・年末）要求・妥結状況調査 栃 木 県 知 事

H22.3.26 住宅用火災警報器設置状況等調査
東 京 消 防 庁
消 防 総 監

H22.3.29 女性雇用環境調査 長 野 県 知 事

H22.3.31 千葉県観光入込客統計調査 千 葉 県 知 事

（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H22.3.1 生活習慣病予防支援システムに伴う生活習慣アンケート調査 岩 手 県 知 事

H22.3.15 春季賃上げ要求・妥結状況調査 新 潟 県 知 事

H22.3.17 卒業後の状況調査付帯調査 鹿 児 島 県 知 事

H22.3.25 人口移動調査 鹿 児 島 県 知 事

○届出統計調査の受理
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 労働力調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月１７日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部国勢統計課労働力人口統計室 

【目 的】 本調査は、国民の就業及び不就業の状態を明らかにするための基礎資料を得

ることを目的とする。 

【沿 革】 昭和２１年９月に開始され、約１年間の試験的時期を経過したのち、昭和２

２年７月から本格的に実施されるようになった。 

平成１４年から労働力調査特別調査（承認統計調査）を統合して実施。 

【調査の構成】 １－労働力調査 基礎調査票 ２－労働力調査 特定調査票 

【公 表】 インターネット及び刊行物又は閲覧（集計完了の都度） 

※ 

【調査票名】 １－労働力調査 基礎調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）世帯 （抽出枠）国勢調査調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４０，０００／５０，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）毎月末日（ただし、

１２月は２６日）現在、就業状態については、毎月の末日に終わる１週間（た

だし、１２月は２０日～２６日までの１週間） （系統）総務省－都道府県

－指導員－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月３日（ただし、１２月分に

係る調査は１２月２９日） 

【調査事項】 ア．すべての世帯員に関する事項（１５歳未満の世帯員については、１か

月目に行う調査においてのみ対象とする。） １．男女の別、２．出生の年

月、３．世帯主との続き柄 イ．１５歳以上の世帯員に関する事項 １．氏

名、２．配偶の関係、３．調査の期日を最終日とする７日間における就業状

態、４．所属の事業所の名称、経営組織及び事業の種類、５．所属の企業全

体の従業者数、６．仕事の種類、７．従業上の地位、８．１週間の就業時間、

９．探している仕事の位置付け（主にする仕事か又はかたわらにする仕事か）、

１０．求職の理由、１１．転職及び追加就業希望の有無 ウ．世帯に関する

事項 １．１５歳以上の世帯員の数及び男女、年齢階級別１５歳未満の世帯

員の数、２．世帯員の異動状況（２か月目の世帯についてのみ調査を行う。） 

※ 

【調査票名】 ２－労働力調査 特定調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）世帯 （抽出枠）国勢調査調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／５０，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）毎月末日（ただし、
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１２月は２６日）現在、就業状態については、毎月の末日に終わる１週間（た

だし、１２月は２０日～２６日までの１週間） （系統）総務省－都道府県

－指導員－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月３日（ただし、１２月分に

係る調査は１２月２９日） 

【調査事項】 ア．１５歳以上の世帯員に関する事項 １．氏名、２．在学、卒業等教育

の状況、３．仕事からの年間収入 イ．就業者に関する事項 １．短時間就

業及び休業の理由、２．就業時間増減希望の有無、３．現職に就いた時期、

４．雇用形態、５．前職の有無、６．転職時の収入の増減 ウ．完全失業者

に関する事項 １．求職活動の方法、２．求職活動の期間、３．最近の求職

活動の時期、４．探している仕事の形態、５．就職できない理由、６．前職

の有無 エ．非労働力人口に関する事項 １．就職希望の有無、２．非求職

の理由、３．希望する又は内定している仕事の形態、４．最近の求職活動の

時期、５．就業の可能性、６．前職の有無 オ．前職のある者に関する事項 

１．前職の従業上の地位及び雇用形態、２．前職の事業の種類、３．前職の

仕事の種類、４．前職の企業全体の従業者数、５．前職をやめた時期、６．

前職をやめた理由  
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【調査名】 小売物価統計調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月２９日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部消費統計課物価統計室 

【目 的】 小売物価統計調査は、小売物価統計（国民の消費生活に必要な商品の小売り

価格及びサービスの料金について、その毎月の動向を明らかにすることを目的と

する基幹統計）を作成することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和２５年６月に都道府県庁所在市（４６都市）及び８都市（帯

広、高崎、松本、浜松、松坂、防府、今治、都城）で約２１０品目について行っ

ていたが、その後、調査市町村、調査品目等について改正を加え現在に至ってい

る。 

調査市町村については、昭和３７年７月から郡部を加え、全国的な規模の調査

とした。 

さらに、昭和４７年には、沖縄本土復帰により沖縄県下の５市２町を追加した。 

その後、数次にわたり調査市町村の追加・廃止を行い、平成２１年１月現在１

６７市町村となっている。 

一方、調査品目については、原則として５年ごとの消費者物価指数の基準改定

に合わせて改訂を行っているが、調査結果に関して、消費者物価指数のほか、個

別の商品及びサービスの価格水準についてもますます注目されるようになり、よ

り詳細な資料が要請されるようになっているため、市場における商品の出回り状

況の変化等に迅速に対応できるように、基準改定の間の中間年においても調査品

目（銘柄）の拡充・整理統合を行っている。 

【調査の構成】 １－小売物価統計調査調査票 

【公 表】 インターネットに掲載、閲覧に供する方法等で公表。 

※ 

【調査票名】 １－小売物価統計調査調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所及び世帯 （属性）商品の販売又はサービ

スの提供が事業として行われている事業所及び民営借家に居住している世

帯 （抽出枠）調査対象は、総務大臣が指定する約１６７市町村（宿泊調査

の対象施設が所在する市町村を含めると計２２７市町村）の約２８，０００

事業所及び約２５，０００世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出及び有意抽出 （客体数）２８，０００ ２５，００

０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査実施

期日現在 （系統）〔調査員調査品目〕総務省－都道府県－統計調査員－報

告者、〔都道府県調査品目〕総務省－都道府県－報告者、〔総務省調査品目〕

総務省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）〔調査員調査品目〕毎月１２日を含む週の水
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曜日、木曜日又は金曜日。ただし、一部の生鮮食品等については、毎月５

日、１２日及び２２日を含む各週の水曜日、木曜日又は金曜日。〔都道府

県調査品目及び総務省調査品目〕毎月１２日を含む週の金曜日（遊園地入

園料については、毎月の１２日を含む週の日曜日）。ただし、宿泊料につ

いては、毎月５日を含む週の金曜日（休日の前日である場合にあっては、

翌週の月曜日）及び土曜日。 

【調査事項】 総務省統計局長が指示する一定の銘柄の小売価格又は料金及びこれらに附

随する事項（事業所の名称、事業主の氏名、所在地等）  
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【調査名】 自動車輸送統計調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月３０日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策本部情報安全・調査課交通統計室 

【目 的】 自動車輸送の実態を明らかにし、我が国の経済政策及び交通政策を策定する

ための基礎資料を作成することを目的とする。 

【沿 革】 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）に基づく道路運送調査規則（昭和

２７年運輸省建設省令第１号）により，自動車の使用者は、「自動車輸送実績報

告書」として自動車による旅客又は貨物の輸送状況を所管の運輸省に提出するこ

ととされており、これを基に輸送統計が作成されていたが、自動車の激増等によ

り輸送状況をより迅速かつ正確に把握するため、昭和３５年４月から統計法に基

づく指定統計第９９号を作成するための調査として自動車輸送統計調査が開始

された。 

その後、昭和３９年に営業用バス全数調査及び路線トラック調査の追加、昭和

６２年に軽自動車を調査対象に追加する等の変更を行った。 

また、特別積合せトラック調査については、規制緩和（営業区域規制の廃止）

に伴い、平成１７年度以降休止した。 

平成２２年１０月から、地方支分部局経由の調査員調査から本省直轄の郵送調

査への変更を行うとともに、事業用貨物自動車について、車両単位から事業所単

位の層化抽出に変更などを行った。 

【調査の構成】 １－自動車輸送統計調査票（貨物営業用－事業所票）第１号様式 ２－

自動車輸送統計調査票（貨物営業用－自動車票）第１号様式の２ ３－自

動車輸送統計調査票（貨物自家用）第２号様式 ４－自動車輸送統計調査

票（旅客営業用－乗合、貸切、特定）第３号様式 ５－自動車輸送統計調

査票（旅客営業用－乗合）第３号様式の２ ６－自動車輸送統計調査票（旅

客営業用－貸切）第３号様式の３ ７－自動車輸送統計調査票（旅客営業

用－特定）第３号様式の４ ８－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗

用）第４号様式 

【公 表】 インターネット、「自動車輸送統計月報」（調査月経過後２か月以内）、「自動

車輸送統計年報」（調査年度経過後６か月以内） 

※ 

【調査票名】 １－自動車輸送統計調査票（貨物営業用－事業所票）第１号様式 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）貨物自動車運送事業を営む事業

所 （抽出枠）運送事業者監査総合情報システム 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１５０，０００ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

毎月１か月間 （系統）国土交通省－民間事業者－報告者 
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【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月１か月間 

【調査事項】 １．保有車両数、２．走行距離、３．輸送貨物の品目及び重量、４．前各

号に関連する事項 

※ 

【調査票名】 ２－自動車輸送統計調査票（貨物営業用－自動車票）第１号様式の２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）自動車 （属性）貨物事業者運送事業を営む事業

所に保有されている事業用自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１５０，０００ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

毎月７日間 （系統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月７日間 

【調査事項】 １．自動車の種類、２．主な用途、３．最大積載量、４．輸送回数、５．

輸送区間、６．走行距離、７．輸送貨物の重量、８．輸送貨物の品目、９．

休車日数、１０．前各号に関連する事項 

※ 

【調査票名】 ３－自動車輸送統計調査票（貨物自家用）第２号様式 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）貨物自動車 （属性）自家用自動車（登録自動車

のうち貨物自動車に限る。） （抽出枠）自動車登録ファイル 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，７００／６，３７０，０００ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）毎月７日間 （系統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月７日間 

【調査事項】 １．自動車の種類、２．最大積載量又は乗車定員、３．輸送回数、４．輸

送区間、５．走行距離、６．輸送貨物の重量、７．輸送貨物の品目、８．休

車日数、９．事業の用に供される自動車であるときは、その事業の種類、１

０．前各号に関連する事項 

※ 

【調査票名】 ４－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗合、貸切、特定）第３号様式 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業用旅客自動車 （属性）１．一般乗合旅客自

動車運送事業、２．一般貸切旅客自動車運送事業、３．特定旅客自動車運送

事業を営む事業所に保有されている乗車定員１１人以上の事業用自動車 

（抽出枠）自動車登録ファイル 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２５０／１１０，０００ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月３

日間 （系統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月３日間 
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【調査事項】 １．自動車の種類、２．主な用途、３．乗車定員、４．輸送回数、５．輸

送区間、６．走行距離、７．輸送人員、８．休車日数、９．前各号に関連す

る事項 

※ 

【調査票名】 ５－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗合）第３号様式の２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）一般乗合旅客自動車運送事業を

営む事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月１か月間 （系統）国土

交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月１か月間 

【調査事項】 １．輸送人員、２．走行距離、３．運行回数、４．保有車両数、５．前各

号に関連する事項 

※ 

【調査票名】 ６－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－貸切）第３号様式の３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）一般貸切旅客自動車運送事業を

営む事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，２００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月１か月間 （系統）

国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月１か月間 

【調査事項】 １．輸送人員、２．走行距離、３．運行回数、４．保有車両数、５．前各

号に関連する事項 

※ 

【調査票名】 ７－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－特定）第３号様式の４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）特定旅客自動車運送事業を営む

事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月１か月間 （系統）国土

交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月１か月間 

【調査事項】 １．輸送人員、２．走行距離、３．運行回数、４．保有車両数、５．前各

号に関連する事項 

※ 

【調査票名】 ８－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗用）第４号様式 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業用旅客自動車 （属性）１．一般乗合旅客自
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動車運送事業、２．一般貸切旅客自動車運送事業、３．特定旅客自動車運送

事業を営む事業所に保有されている乗車定員１０人以下の事業用自動車 

（抽出枠）自動車登録ファイル 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／２７０，０００ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月３

日間 （系統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月３日間 

【調査事項】 １．自動車の種類、２．乗車定員、３．輸送回数、４．輸送区間、５．走

行距離、６．輸送人員、７．休車日数、８．前各号に関連する事項 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 衛生行政報告例（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月１日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課保健統計室 

【目 的】 衛生関係諸法規の施行に伴う各都道府県、指定都市及び中核市における行政

の実態を把握し、国及び地方公共団体の衛生行政運営のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は、昭和１３年から実施されていた「厚生省報告例」（昭和１３年１月

訓令第１３号）が平成１２年に廃止されたことに伴い、新たに「衛生行政報告例」

として発足したものであり、１４年には「母体保護統計報告」（届出統計調査）

を、１６年には「地域保健・老人保健事業報告」から調査事項である「特定疾患

（難病）」を統合している。 

なお、本調査は、旧統計法下では「届出統計調査」として扱われてきたが、統

計法の全部改正により、一般統計調査として扱われることになった。 

【調査の構成】 １－衛生行政報告例 

【公 表】 概況：インターネット、統計表：報告書及びｅ－Ｓｔａｔ（隔年報：調査実

施年の翌年７月、年度報：調査実施年度の翌年度１０月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－衛生行政報告例 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中

核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０６ （配布）オンライン （取集）オンラ

イン （記入）自計 （把握時）年度報：年度末現在又は年度当初～年度末、

隔年報：年末現在 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年度報：年、隔年報：２年 （実施期日）年度報：調査実施年

度の翌年度５月末日、隔年報：調査実施年の翌年２月末日 

【調査事項】 １．精神保健福祉関係、２．栄養関係、３．衛生検査関係、４．生活衛生

関係、５．食品衛生関係、６．乳肉衛生関係、７．医療関係、８．薬事関係、

９．母体保護関係、１０．特定疾患（難病）関係、１１．狂犬病予防関係
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【調査名】 宿泊旅行統計調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月２日 

【実施機関】 国土交通省観光庁参事官 

【目 的】 我が国の宿泊施設を利用した宿泊者数や宿泊施設の定員稼働率等を把握する

ことにより、宿泊旅行の実態を明らかにし、観光行政の基礎資料作成等に資する

ことを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１９年１月分から、四半期ごとに実施している。 

【調査の構成】 １－宿泊旅行統計調査調査票（第１号様式） ２－宿泊旅行統計調査調

査票（第２号様式） 

【公 表】 報告書（冊子）及びインターネット 四半期報告…調査対象期間の翌四半期

末 年間報告…対象期間（対象年）の翌年の６月末 

【備 考】 今回の変更は、調査票様式の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－宿泊旅行統計調査調査票（第１号様式） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）旅館、ホテル、簡易宿所を営む

事業所のうち、従業者数１０人以上９９人以下の事業所 （抽出枠）事業所

母集団データベースの情報を基にしつつ、都道府県への照会（旅館業法（昭

和２３年法律第１３８号）に基づく許認可情報等を活用）によって調査対象

名簿を整備 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）１月～３月、４月～６月、７月～９月、１０月～１２

月 （系統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）翌四半期の最初の月の１１日 

【調査事項】 宿泊施設のタイプ、１月１日現在の客室数及び収容人数、１月１日現在の

従業者数、宿泊目的別の割合、四半期の各月の延べ・実宿泊者数、外国人述

べ・日宿泊者数、四半期の各月の利用客室数、四半期の各月の延べ宿泊者数

の居住地別（県内、県外の別）の内訳、四半期の各月の外国人延べ宿泊者数

の国籍別内訳、変動要因（自由記入） 

※ 

【調査票名】 ２－宿泊旅行統計調査調査票（第２号様式） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）旅館、ホテル、簡易宿所を営む

事業所のうち、従業者数１００人以上の事業所 （抽出枠）事業所母集団デ

ータベースの情報を基にしつつ、都道府県への照会（旅館業法（昭和２３年

法律第１３８号）に基づく許認可情報等を活用）によって調査対象名簿を整

備 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記
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入）自計 （把握時）１月～３月、４月～６月、７月～９月、１０月～１２

月 （系統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）翌四半期の最初の月の１１日 

【調査事項】 宿泊施設のタイプ、１月１日現在の客室数及び収容人数、１月１日現在の

従業者数、宿泊目的別の割合、四半期の各月の延べ・実宿泊者数、外国人述

べ・日宿泊者数、四半期の各月の利用客室数、四半期の各月の延べ宿泊者数

の居住地別（都道府県別）の内訳、四半期の各月の外国人延べ宿泊者数の国

籍別内訳、変動要因（自由記入）  
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【調査名】 体力・運動能力調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月２日 

【実施機関】 文部科学省スポーツ・青少年局生涯スポーツ課 

【目 的】 国民の体力・運動能力の現状を明らかにするとともに、体育・スポーツの指

導と行政上の基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は、昭和５２年から開始され、以後毎年実施されている。 

当初は、小学生・中学生・高校生及び勤労青少年のみを調査対象としていたが、

その後、高等専門学校・短期大学・大学の学生及び壮年まで逐時調査対象を拡大

し、平成１０年度には高齢者（６５歳～７９歳）を調査対象に加えるとともに、

調査票の年齢区分を変更した。 

【調査の構成】 １－新体力テスト（６歳～１１歳）記録用紙 ２－新体力テスト（１２

歳～１９歳）記録用紙 ３－新体力テスト（２０歳～６４歳）記録用紙 ４

－新体力テスト（６５歳～７９歳）記録用紙 

【公 表】 文部科学省ホームページ及び報告書（冊子）（調査実施翌年１０月） 

※ 

【調査票名】 １－新体力テスト（６歳～１１歳）記録用紙 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）公立小学校各学年（６歳～１１歳）

の男女児童 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１３，５３６／７，０００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）当該年度５月～７月 （系

統）文部科学省－都道府県教育委員会－市区町村教育委員会－小学校－報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）当該年度５月～７月 

【調査事項】 運動部等への所属状況、運動の実施状況、朝食摂取状況、１日の睡眠時間、

１日のテレビ視聴時間、握力、上体起こし、長座体前屈、反復横とび、２０

ｍシャトルラン、５０ｍ走、立ち幅とび、ソフトボール投げ、身長、体重、

座高 

※ 

【調査票名】 ２－新体力テスト（１２歳～１９歳）記録用紙 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）公立中学校各学年（１２歳～１４

歳）の男女生徒、公立高等学校全日制課程（１５歳～１７歳）の男女生徒、

公立高等学校定時制課程（１５歳～１８歳）の男女生徒、国立高等専門学校

（１８歳、１９歳）の男子生徒、公（私）立短期大学（１８歳、１９歳）の

女子学生、国立大学（１８歳、１９歳）の男女学生 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２１，１７８／６，０００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）中学校・高等学校：当
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該年度５月～７月、高等専門学校・短期大学・大学：５月～１０月 （系統）

文部科学省－都道府県教育委員会－市区町村教育委員会－中学校－報告者、

文部科学省－都道府県教育委員会－高等学校－報告者、文部科学省－高等専

門学校・短期大学・大学－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）中学校・高等学校：当該年度５月～７月、高

等専門学校・短期大学・大学：５月～１０月 

【調査事項】 運動部等への所属状況、運動の実施状況、朝食摂取状況、１日の睡眠時間、

１日のテレビ視聴時間、握力、上体起こし、長座体前屈、反復横とび、２０

ｍシャトルラン又は持久走、５０ｍ走、立ち幅とび、ソフトボール投げ、身

長、体重、座高 

※ 

【調査票名】 ３－新体力テスト（２０歳～６４歳）記録用紙 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）成年（２０歳～６４歳）の男女（５

歳ずつの年齢区分で対象とする。） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３３，８４０／７５，０００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）当該年度５月～１０月 

（系統）文部科学省－都道府県教育委員会－市区町村教育委員会－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）当該年度５月～１０月 

【調査事項】 職業、健康状態、体力について、スポーツクラブへの所属状況、運動・ス

ポーツの実施状況、朝食摂取状況、１日の睡眠時間、学生時代の運動部活動

の経験、握力、上体起こし、長座体前屈、反復横とび、２０ｍシャトルラン

又は急歩、立ち幅とび、身長、体重 

※ 

【調査票名】 ４－新体力テスト（６５歳～７９歳）記録用紙 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）高齢者（６５歳～７９歳）の男女

（５歳ずつの年齢区分で対象とする。） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，６４０／２０，０００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）当該年度５月～１０月 

（系統）文部科学省－都道府県教育委員会－市区町村教育委員会－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）当該年度５月～１０月 

【調査事項】 健康状態、体力について、スポーツクラブへの所属状況、運動・スポーツ

の実施状況、朝食摂取状況、１日の睡眠時間、学生時代の運動部活動の経験、

握力、上体起こし、長座体前屈、開眼片足立ち、１０ｍ障害物歩行、６分間

歩行、身長、体重  



- 18 - 
 

【調査名】 法人企業景気予測調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月４日 

【実施機関】 内閣府経済社会総合研究所景気統計部、財務省財務総合政策研究所調査統

計部調査統計課 

【目 的】 我が国の経済活動の主要部分を占める企業活動を把握することにより、経済

の現状及び今後の見通しに関する基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 平成１６年度に、法人企業動向調査（承認統計調査）と、財務省景気予測調

査（承認統計調査）を統合して開始した。 

【調査の構成】 １－法人企業景気予測調査票（平成２２年４～６月） ２－法人企業景

気予測調査票（平成２２年７～９月） ３－法人企業景気予測調査票（平

成２２年１０～１２月） ４－法人企業景気予測調査票（平成２３年１～

３月） 

【公 表】 記者発表及びホームページ掲載（財務省、内閣府及びｅ－Ｓｔａｔ）６月中

旬（４～６月期調査）、９月中旬（７～９月期調査）、１２月中旬（１０～１２月

期調査）、３月中旬（１～３月期調査） 

【備 考】 今回の変更は、調査全体として調査対象の範囲に共同組織金融機関を追加、

母集団名簿の変更、公表時期の早期化等。 

※ 

【調査票名】 １－法人企業景気予測調査票（平成２２年４～６月） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金、出資金又は基金（以下、

資本金という）１千万円以上の法人企業 （抽出枠）法人企業統計調査名簿

から業種別、資本金規模別に無作為抽出。なお、「金融業，保険業」及び「電

気・ガス・熱供給・水道業」については資本金規模１億円以上のみ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１６，０００／１，１３０，０００ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）５月１５日現在 （系統）（配布）財務省－報告者、（回収）〔ペーパー〕

報告者－財務事務所・出張所－財務（支）局・沖縄総合事務局－財務省、〔イ

ンターネット〕報告者－財務省 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）４月下旬配布－５月下旬提出期限 

【調査事項】 〔判断調査項目〕１．貴社の景況、２．貴社の景況判断の決定要因、３．

国内の景況、４．売上高、５．経常利益、６．国内需要、７．海外需要、８．

製（商）品・サービスの販売価格、９．原材料・製（商）品の仕入れ価格、

１０．製（商）品在庫、１１．原材料在庫、１２．資金繰り、１３．金融機

関の融資態度、１４．生産・販売などのための設備、１５．従業員数、１６．

うち臨時・パートの数、１７．２２年度における資金調達方法、〔計数調査

項目〕企業収益（実績、実績見込み、見通し）１．売上高、２．経常利益、
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設備投資（実績、実績見込み、計画）１．新規設備投資額、２．うち土地購

入額、３．ソフトウエア投資額 

※ 

【調査票名】 ２－法人企業景気予測調査票（平成２２年７～９月） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金、出資金又は基金（以下、

資本金という）１千万円以上の法人企業 （抽出枠）法人企業統計調査名簿

から業種別、資本金規模別に無作為抽出。なお、「金融業，保険業」及び「電

気・ガス・熱供給・水道業」については資本金規模１億円以上のみ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１６，０００／１，１３０，０００ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）８月１５日現在 （系統）（配布）財務省－報告者、（回収）〔ペーパー〕

報告者－財務事務所・出張所－財務（支）局・沖縄総合事務局－財務省、〔イ

ンターネット〕報告者－財務省 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）７月下旬配布－８月下旬提出期限 

【調査事項】 〔判断調査項目〕１．貴社の景況、２．貴社の景況判断の決定要因、３．

国内の景況、４．売上高、５．経常利益、６．国内需要、７．海外需要、８．

製（商）品・サービスの販売価格、９．原材料・製（商）品の仕入れ価格、

１０．製（商）品在庫、１１．原材料在庫、１２．資金繰り、１３．金融機

関の融資態度、１４．生産・販売などのための設備、１５．従業員数、１６．

うち臨時・パートの数、１７．２２年度における設備投資のスタンス、〔計

数調査項目〕企業収益（実績、実績見込み、見通し）１．売上高、２．経常

利益、設備投資（実績、実績見込み、計画）１．新規設備投資額、２．うち

土地購入額、３．ソフトウエア投資額 

※ 

【調査票名】 ３－法人企業景気予測調査票（平成２２年１０～１２月） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金、出資金又は基金（以下、

資本金という）１千万円以上の法人企業 （抽出枠）法人企業統計調査名簿

から業種別、資本金規模別に無作為抽出。なお、「金融業，保険業」及び「電

気・ガス・熱供給・水道業」については資本金規模１億円以上のみ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１６，０００／１，１３０，０００ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）１１月１５日現在 （系統）（配布）財務省－報告者、（回収）〔ペーパ

ー〕報告者－財務事務所・出張所－財務（支）局・沖縄総合事務局－財務省、

〔インターネット〕報告者－財務省 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）１０月下旬配布－１１月下旬提出期限 

【調査事項】 〔判断調査項目〕１．貴社の景況、２．貴社の景況判断の決定要因、３．
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国内の景況、４．売上高、５．経常利益、６．国内需要、７．海外需要、８．

製（商）品・サービスの販売価格、９．原材料・製（商）品の仕入れ価格、

１０．製（商）品在庫、１１．原材料在庫、１２．資金繰り、１３．金融機

関の融資態度、１４．生産・販売などのための設備、１５．従業員数、１６．

うち臨時・パートの数、１７．利益配分のスタンス、〔計数調査項目〕企業

収益（実績、実績見込み、見通し）１．売上高、２．経常利益、設備投資（実

績、実績見込み、計画）１．新規設備投資額、２．うち土地購入額、３．ソ

フトウエア投資額 

※ 

【調査票名】 ４－法人企業景気予測調査票（平成２３年１～３月） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金、出資金又は基金（以下、

資本金という）１千万円以上の法人企業 （抽出枠）法人企業統計調査名簿

から業種別、資本金規模別に無作為抽出。なお、「金融業，保険業」及び「電

気・ガス・熱供給・水道業」については資本金規模１億円以上のみ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１６，０００／１，１３０，０００ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）２月１５日現在 （系統）（配布）財務省－報告者、（回収）〔ペーパー〕

報告者－財務事務所・出張所－財務（支）局・沖縄総合事務局－財務省、〔イ

ンターネット〕報告者－財務省 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）１月下旬配布－２月下旬提出期限 

【調査事項】 〔判断調査項目〕１．貴社の景況、２．貴社の景況判断の決定要因、３．

国内の景況、４．売上高、５．経常利益、６．国内需要、７．海外需要、８．

製（商）品・サービスの販売価格、９．原材料・製（商）品の仕入れ価格、

１０．製（商）品在庫、１１．原材料在庫、１２．資金繰り、１３．金融機

関の融資態度、１４．生産・販売などのための設備、１５．従業員数、１６．

うち臨時・パートの数、１７．２２年度における設備投資のスタンス、〔計

数調査項目〕企業収益（実績、実績見込み、見通し）１．売上高、２．経常

利益、設備投資（実績、実績見込み、計画）１．新規設備投資額、２．うち

土地購入額、３．ソフトウエア投資額 
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【調査名】 最低賃金に関する実態調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月５日 

【実施機関】 厚生労働省労働基準局勤労者生活部勤労者生活課 

【目 的】 本調査は、中小零細企業又は事業所の労働者の賃金の実態及び賃金改定の状

況等を把握し、中央最低賃金審議会、地方最低賃金審議会における最低賃金の決

定、改正等の審議に資することを目的とする。 

【沿 革】 昭和５６年から平成９年調査まで「最低賃金に関する基礎調査」として毎年

実施され、「最低賃金に関する基礎調査票」のみであったが、平成１０年調査か

ら、中小小規模事業所の労働者の賃金改定状況をより詳細にとらえるため、「賃

金改定状況調査票」を追加し、調査の名称を「最低賃金に関する実態調査」とし

て実施している。 

平成２２年に、「賃金改定状況調査票」についてサンプルの少ない一部の調査

対象以外は職員調査から郵送調査に変更され、「最低賃金に関する基礎調査票」

については職員調査から全面的に郵送調査に変更された。 

【調査の構成】 １－賃金改定状況調査票 ２－最低賃金に関する基礎調査票 

【公 表】 ホームページ及び印刷物（賃金改定状況調査：中央最低賃金審議会の審議終

了後（７月下旬頃）、最低賃金に関する基礎調査：都道府県ごとに地方最低賃金

審議会の審議終了後（１０月上旬頃までに順次） 

※ 

【調査票名】 １－賃金改定状況調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に基づく次の

産業に属する民営事業所のうち、常用労働者３０人未満を雇用している事業

所とする。（ア）製造業、（イ）卸売業，小売業、（ウ）学術研究，専門・技

術サービス業、（エ）宿泊業，飲食サービス業、（オ）生活関連サービス業，

娯楽業、（カ）医療，福祉、（キ）サービス業（他に分類されないもの） （抽

出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／２，７９０，０００ （配

布）郵送・職員 （取集）郵送・職員 （記入）自計 （把握時）調査実施

年の６月１日現在（ただし、労働者に関する事項のうち、一部の調査項目に

ついては、調査実施前年の６月１日現在） （系統）厚生労働省－都道府県

－労働基準監督署－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月上旬～６月中旬 

【調査事項】 （ア）事業所に関する事項 １．主要な生産品の名称又は事業の内容、２．

事業所の労働者数、３．労働組合の有無、４．事業所の月間所定労働日数、

５．事業所の通常労働日の１日の所定労働時間数、６．事業所の前々年度の

年間所定労働日数、７．事業所の前年度の年間所定労働日数、８．賃金改定
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状況 （イ）労働者に関する事項 １．性、２．就業形態、３．年齢、４．

勤続年数、５．職種又は仕事の内容、６．前年６月分の賃金形態、７．前年

６月分の基本給額、８．前年６月分の諸手当、９．前年６月分の月間所定労

働日数、１０．前年６月分の１日の所定労働時間数、１１．当年６月分の基

本給額（見込額）、１２．当年６月分の諸手当（見込額）、１３．当年６月分

の諸手当のうち精皆勤手当、通勤手当及び家族手当（各見込額）、１４．当

年６月分の月間所定労働日数、１５．当年６月分の１日の所定労働時間数 

※ 

【調査票名】 ２－最低賃金に関する基礎調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に基づく次の

産業に属する民営事業所のうち、（ア）及び（イ）の産業については常用労

働者１００人未満を雇用している事業所とし、その他の産業については常用

労働者３０人未満を雇用している事業所とする。 （ア）製造業、（イ）情

報通信業のうち新聞業、出版業、（ウ）卸売業，小売業、（エ）学術研究，専

門・技術サービス業、（オ）宿泊業，飲食サービス業、（カ）生活関連サービ

ス業，娯楽業、（キ）医療，福祉、（ク）サービス業（他に分類されないもの） 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１００，０００／２，８３０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の６月１日

現在 （系統）厚生労働省－民間事業者－都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月上旬～７月中旬 

【調査事項】 （ア）事業所に関する事項 １．主要な生産品の名称又は事業の内容、２．

事業所の労働者数、３．労働組合の有無 （イ）労働者に関する事項 １．

性、２．就業形態、３．年齢、４．勤続年数、５．職種又は仕事の内容、６．

当年６月分の賃金形態、７．当年６月分の基本給額（見込額）、８．当年６

月分の精皆勤手当、通勤手当、家族手当及びその他の手当（各見込額）、９．

当年６月分の月間所定労働日数、１０．当年６月分の１日の所定労働時間数
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【調査名】 子どもの学習費調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月８日 

【実施機関】 文部科学省生涯学習政策局調査企画課 

【目 的】 子どもを公立又は私立の学校に通学させている保護者が、子どもの学校教育

及び学校外活動のために支出した経費並びに世帯の年間収入の実態をとらえ、教

育に関する国の諸施策を検討・立案するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和２７年以降実施しているもので、平成５年度までは「保護者

が支出した教育費調査」の名称で毎年実施していたが、平成６年度から名称を「子

どもの学習費調査」とし、調査周期を２年に変更している。 

【調査の構成】 １－保護者調査票（第１回提出分） ２－保護者調査票（第２回提出分） 

３－保護者調査票（第３回提出分） ４－学校調査票 

【公 表】 ホームページ及び刊行物（平成２３年１２月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－保護者調査票（第１回提出分） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）公立・私立の幼稚園、小学校、中

学校及び高等学校（全日制）の幼児、児童、生徒の保護者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２８，５９２／１５，４２３，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年４月～６月 

（系統）文部科学省－都道府県知事－私立学校－報告者、文部科学省－都道

府県教育委員会－公立学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２２年９月１５日 

【調査事項】 学校教育費、学校外活動費、世帯の年間収入 

※ 

【調査票名】 ２－保護者調査票（第２回提出分） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）公立・私立の幼稚園、小学校、中

学校及び高等学校（全日制）の幼児、児童、生徒の保護者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２８，５９２／１５，４２３，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年７月～１１

月 （系統）文部科学省－都道府県知事－私立学校－報告者、文部科学省－

都道府県教育委員会－公立学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２３年１月２５日 

【調査事項】 学校教育費、学校外活動費、世帯の年間収入 

※ 

【調査票名】 ３－保護者調査票（第３回提出分） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）公立・私立の幼稚園、小学校、中
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学校及び高等学校（全日制）の幼児、児童、生徒の保護者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２８，５９２／１５，４２３，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１２月～２

３年３月 （系統）文部科学省－都道府県知事－私立学校－報告者、文部科

学省－都道府県教育委員会－公立学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２３年５月１５日 

【調査事項】 学校教育費、学校外活動費、世帯の年間収入 

※ 

【調査票名】 ４－学校調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）公立・私立の幼稚園、小学校、中

学校及び高等学校（全日制） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，１２７／５１，７５０ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年４月～２３年３月 

（系統）文部科学省－都道府県知事－報告者（私立学校）、文部科学省－都

道府県教育委員会－報告者（公立学校） 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２３年５月１５日 

【調査事項】 学校納付金、給食費、寄付金  
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【調査名】 油糧生産実績調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月１５日 

【実施機関】 農林水産省総合食料局食品産業振興課 

【目 的】 国民の食生活上欠くことのできない植物油脂の生産状況等を把握し、植物油

脂施策の基礎資料とすることを目的とする。 

【沿 革】 平成１４年に、「油糧生産実績調査」（企業を対象とする昭和２２年から毎月

実施の承認統計調査）と「製油工場基礎調査」（工場を対象とする昭和２６年か

ら毎年実施の承認統計調査。平成１２年から２年周期）が統合されるとともに、

企業を対象とする調査に変更された。 

平成２２年に、製油企業実態調査票が廃止された。 

【調査の構成】 １－油糧生産実績調査票 

【公 表】 ホームページ及び印刷物（月別結果：調査月の翌月下旬、年別結果：調査年

の翌年３月下旬） 

※ 

【調査票名】 １－油糧生産実績調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）年間原料処理実績が１００トン以

上でかつ１日当たりの原料処理能力が１０トン以上の植物油脂製造工場を

有する企業 （抽出枠）（社）日本植物油協会等の名簿に基づき作成した「植

物油脂製造企業名簿」 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４５ （配布）郵送・オンライン・ＦＡＸ （取

集）郵送・オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系

統）農林水産省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月１０日 

【調査事項】 １．品目別の原料の処理量及び月末在庫、２．品目別の油脂（原油）の生

産量及び月末在庫、３．品目別の油かすの生産量及び月末在庫 
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【調査名】 学校における教育の情報化の実態等に関する調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月１５日 

【実施機関】 文部科学省生涯学習政策局参事官（学習情報政策担当）付 

【目 的】 学校教育及び教育行政のために地方公共団体において整備された教育用情報

機器のほか、学校のインターネット接続環境、デジタルテレビ等の整備の状況、

教員のＩＣＴ活用指導力の実態等の状況を明らかにし、国・地方を通じた教育諸

施策を検討・立案するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、旧統計法下では「届出統計調査」として扱われてきたが、統計法

の全部改正により、一般統計調査として扱われることになった。 

【調査の構成】 １－学校における教育の情報化の実態等に関する調査 調査票 

【公 表】 ホームページ及び刊行物（調査実施年の７月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－学校における教育の情報化の実態等に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）公立の小学校、中学校、高等学校、

中等教育学校及び特別支援学校 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６，８６０ （配布）オンライン （取集）

オンライン （記入）自計 （把握時）当該年３月１日 （系統）文部科学

省－都道府県教育委員会（政令指定都市を含む）－（市区町村教育委員会）

－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年３月～５月 

【調査事項】 １．インターネットへの接続状況等、２．コンピュータ等の整備の実態、

３．デジタルテレビ等の整備の実態等、４．教員のＩＣＴ活用指導力等の実

態  
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【調査名】 組込みソフトウェア産業実態調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月１５日 

【実施機関】 経済産業省商務情報政策局情報処理振興課 

【目 的】 我が国の組込みソフトウェア産業の実態を把握し、組込みソフトウェアに係

る産業政策や国際競争力強化政策の立案のための基礎資料とするため。 

【沿 革】 本調査は、経済産業省が、我が国の組込みソフトウェア産業の実態を把握し、

組込みソフトウェアに係る産業施策や国際競争力の強化等の政策の立案のため

に必要な基礎資料を得ることを目的として、平成２０年から旧統計法上の承認統

計調査として実施している。 

平成２１年調査においては、調査票の回収率の向上を図る観点から、全面的に

調査設計の見直しを行うこととし、調査対象の縮小及び調査事項の大幅な削減等

を行った上で、次回調査に向けて再検討を行うために、１回限りの調査とした。 

【調査の構成】 １－事業責任者向け調査票 ２－プロジェクト責任者向け調査票 ３－

技術者個人向け調査票 

【公 表】 経済産業省のホームページに掲載（４月下旬予定） 

【備 考】 調査対象の範囲を組込みソフトウェア産業に関連する企業から組込みソフト

ウェアの開発に係る企業とし、海外事業者向け調査を廃止。回収率向上の観点か

ら、報告者負担の軽減を考慮し、調査事項を必要最低限のものに全面的に見直し。 

※ 

【調査票名】 １－事業責任者向け調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）組込みソフトウェアが搭載された

機器を開発する企業、組込みソフトウェアを開発・提供する企業、組込み機

器の開発に利用されるツール・開発環境を開発・提供する企業、これら企業

の開発業務に対して開発サービスを提供する企業の事業責任者。 （抽出枠）

組込みソフトウェアに関係する工業会・協会等の名簿から選定 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）企業規模等の基礎データについては調査実施前年会計

年度終了時点、それ以外は調査実施前年会計年度又は調査時点 （系統）経

済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）３月予定 

【調査事項】 １．貴社について、２．貴事業について、３．組込みソフトウェアの開発

体制について、４．組込みソフトウェア開発の外部委託状況について、５．

組込みソフトウェア開発の受託状況について、６．組込み製品の安全性につ

いて、７．政府の活動について 

※ 

【調査票名】 ２－プロジェクト責任者向け調査票 



- 28 - 
 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）組込みソフトウェアが搭載された

機器を開発する企業、組込みソフトウェアを開発・提供する企業、組込み機

器の開発に利用されるツール・開発環境を開発・提供する企業、これら企業

の開発業務に対して開発サービスを提供する企業のプロジェクト責任者。 

（抽出枠）組込みソフトウェアに関係する工業会・協会等の名簿から選定 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）企業規模等の基礎データについては調査実施前年会計

年度終了時点、それ以外は調査実施前年会計年度又は調査時点 （系統）経

済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）３月予定 

【調査事項】 １．プロジェクト概要、２．開発した組込みソフトウェアの概要、３．プ

ロジェクト編成について、４．プロジェクトで発生した不具合、５．プロジ

ェクトの計画・実施・評価について、６．ソフトウェア、エンジニアリング・

センター（ＳＥＣ）成果について 

※ 

【調査票名】 ３－技術者個人向け調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）組込みソフトウェアが搭載された

機器を開発する企業、組込みソフトウェアを開発・提供する企業、組込み機

器の開発に利用されるツール・開発環境を開発・提供する企業、これら企業

の開発業務に対して開発サービスを提供する企業の技術者個人。 （抽出枠）

組込みソフトウェアに関係する工業会・協会等の名簿から選定 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施前年会計年度又は調査時点 （系統）経済産

業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）３月予定 

【調査事項】 １．あなたのスキルについて、２．現在の仕事・プロジェクトについて、

３．あなたのプロファイルについて  
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【調査名】 出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月１８日 

【実施機関】 厚生労働省国立社会保障・人口問題研究所人口動向研究部 

【目 的】 本調査は、わが国の結婚過程ならびに夫婦の出生力に関する実態と背景を定

時的、継続的に調査・計測し、次世代育成支援をはじめとする関連諸施策ならび

に将来人口推計に必要な基礎資料を提供することを目的とする。 

【沿 革】 厚生省が昭和２７年以降５年周期で実施しているもの。 

本調査は、当初、「出生力調査」の名称で実施していたが、平成４年調査から

現在の「出生動向調査」に名称変更を行って実施している。 

また、国勢調査の基準人口との整合性を図り、将来推計人口の精度向上を図る

ため、平成１９年調査を２年前倒しし、平成１７年から５年周期で実施している。 

【調査の構成】 １－夫婦票（結婚されている方への調査票） ２－独身者票（独身の方

への調査票） 

【公 表】 記者発表及びインターネット（夫婦調査：調査年翌年の６月、独身者調査：

調査年翌年の９月） 

【備 考】 今回の変更は、報告者数の増加及びすべての調査票に係る調査事項の一部変

更。 

※ 

【調査票名】 １－夫婦票（結婚されている方への調査票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）妻５０歳未満の夫婦 （抽出枠）

国民生活基礎調査調査地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，０００／１３，６６０，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査年の６月１日

現在 （系統）厚生労働省－都道府県・保健所設置市・特別区－保健所－調

査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査年の７月２９日 

【調査事項】 １．夫婦（及び両親）の人口学的・社会経済的属性（夫婦の出生年月、夫

婦の学歴、夫婦の職歴、夫婦の現在の仕事と収入、今後の仕事と収入の見通

し、両親の出生年、両親との同別居、夫婦の兄弟姉妹数）、２．夫婦の結婚

過程に関する事項（結婚年月（生活を始めた、届け出）、初再婚の別、夫婦

の出会い・婚約時期、同棲期間、夫婦の出会いのきっかけ、結婚を決めたき

っかけ）、３．夫婦の妊娠・出産・健康に関する事項（夫婦の子ども数、夫

婦の妊娠・出産歴、理想子ども数、追加予定子ども数、希望時期、予定子ど

も数、持つつもりの子ども数を実現できない原因、理想子ども数を持てない

理由、不妊の悩み、不妊治療経験、以前の結婚の子ども数と出生年月、再婚

経験者の初婚・離死別の時期）、４．妻の就業と出産・子育てに関する事項
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（子どもを持ったときの妻の就労状況）、５．保育環境・保育資源に関する

事項（育児期の両親との同別居・手助け状況、育児期の制度・施設の利用状

況・居住地）、６．妻の結婚・子ども・家族に関する意識（家族形成に関す

る考え方） 

※ 

【調査票名】 ２－独身者票（独身の方への調査票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）１８～４９歳独身男女 （抽出枠）

国民生活基礎調査調査地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／２３，６００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査年の６月１日

現在 （系統）厚生労働省－都道府県・保健所設置市・特別区－保健所－調

査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査年の７月２９日 

【調査事項】 １．独身者（及び両親）の人口学的・社会経済的属性（出生年月、性別、

学歴、本人・両親の仕事、現在の仕事と収入、今後の仕事と収入の見通し、

両親の出生年、両親との同別居、両親の学歴、兄弟姉妹数）、２．結婚への

意欲・態度及びその背景に関する事項（結婚の利点、独身の利点、結婚への

不安、結婚意欲、結婚の条件、結婚への障害、独身でいる理由）、３．異性

関係・パートナーシップに関する事項（結婚経験、初婚時期、離死別時期、

性交渉経験、同棲経験・期間、子ども数、希望子ども数、異性との交際状況・

希望、交際相手との出会い（時期・きっかけ・相手の状況）、４．ライフコ

ースに対する考え方（将来のライフコース）、５．結婚・子ども・家族に関

する意識（家族形成に関する考え方、生活スタイル）  
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【調査名】 社会保障生計調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月１８日 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局保護課 

【目 的】 生活保護法に基づく被保護世帯の生活実態を明らかにすることによって、生

活保護基準の改定等生活保護制度の企画運営のために必要な基礎資料を得ると

ともに、厚生労働行政の企画運営のために必要な基礎資料を得ることを目的とす

る。 

【沿 革】 本調査は、過去、被保護世帯を調査対象とする「被保護者生活実態調査（昭

和２７年開始の承認統計調査。）及び低所得世帯を調査対象とする「社会保障生

計調査」（昭和３７年開始の承認統計調査）として個別に実施されていたもので

あり、平成１２年度に両調査の名称を「社会保障生計調査」に統一し、その後、

１８年度の調査から低所得世帯に対する調査を廃止して現在に至っているもの

である。 

【調査の構成】 １－社会保障生計調査 家計簿 

【公 表】 報告書作成及びインターネット（調査実施年度の翌年度の３月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－社会保障生計調査 家計簿 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）生活保護法に基づく被保護世帯（生

活扶助を受けていない世帯、世帯分離している世帯、世帯人員が６人以上の

世帯、耕地０．１ヘクタール以上を耕作して農業を営む者のいる世帯、林業、

漁業、その他の事業を営む者のいる世帯、保護施設・寮等において賄いを共

通としているなど集団的共同生活を営んでいる世帯、賄い付きの同居人のい

る世帯、その他不適当と認められる世帯を除く。） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出及び有意抽出 （客体数）１，１１０／１，３００，

０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）併用 （把握時）４月

１日～３月３１日 （系統）１．福祉事務所を設置しない町村：厚生労働省

－都道府県－都道府県が設置する福祉事務所－調査員－報告者、２．市（指

定都市及び中核市を除く）、特別区及び福祉事務所を設置する町村：厚生労

働省－都道府県－市区町村－市区町村が設置する福祉事務所－調査員－報

告者、３．指定都市及び中核市：厚生労働省－市－市が設置する福祉事務所

－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年度の翌年度の４月３０日 

【調査事項】 世帯の状況（世帯類型、住居の種類、世帯員の状況、保護の決定状況等）

及び家計簿  
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【調査名】 特定サービス産業動態統計調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月１８日 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部サービス統計室 

【目 的】 特定サービス産業の売上高、契約高等の経営動向を把握し、景気動向の判断

材料に資するとともに、産業振興政策、中小企業政策の推進及びサービス産業の

健全な育成のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 この調査は、毎月調査として昭和６２年１２月分から実施されている。 

当初は、物品賃貸業、情報サービス業、広告業の３業種について、平成５年１

０月分調査からは、クレジットカード業及びエンジニアリング業の２業種を追加

し、５業種で調査を実施してきた。 

平成１２年１月分調査からは、１．葬儀業、２．結婚式場業、３．映画館、４．

劇場・興行場，興行団、５．ゴルフ場、６．ゴルフ練習場、７．ボウリング場、

８．遊園地・テーマパーク、９．パチンコホール、１０．外国語会話教室、１１．

カルチャーセンター、１２．フィットネスクラブ、平成１６年１月分調査からは

学習塾、平成２０年７月分調査以降はインターネット附随サービス業等を加えて、

合計２８業種について調査を実施している。 

なお、平成１２年１月分調査からは、新世代統計システムへの対応を行い、イ

ンターネットを活用したオンラインでの申告が開始されている。 

【調査の構成】 １－ゴルフ練習場調査票 ２－ボウリング場調査票 ３－遊園地・テー

マパーク調査票 ４－パチンコホール調査票 ５－葬儀業調査票 ６－結

婚式場業調査票 ７－外国語会話教室調査票 ８－カルチャーセンター調

査票 ９－フィットネスクラブ調査票 １０－学習塾調査票 １１－イン

ターネット附随サービス業調査票 １２－映像情報制作・配給業調査票 

１３－音楽ソフト制作業調査票 １４－新聞業調査票 １５－出版業調査

票 １６－ポストプロダクション業調査票 １７－デザイン業調査票 １

８－機械設計業調査票 １９－自動車賃貸業調査票 ２０－機械等修理業

調査票 ２１－環境計量証明業調査票 ２２－物品賃貸（リース）業調査

票 ２３－物品賃貸（レンタル）業調査票 ２４－情報サービス業調査票 

２５－広告業調査票 ２６－クレジットカード業調査票 ２７－エンジニ

アリング業調査票 ２８－映画館調査票 ２９－劇場・興行場，興行団調

査票 ３０－ゴルフ場調査票 

【公 表】 インターネット及び定期刊行物により公表。速報：調査月の翌々月上旬、確

報：調査月の翌々月中旬。 

※ 

【調査票名】 １－ゴルフ練習場調査票 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道、宮城県、東京都、愛知県、大阪府、広島
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県、香川県、福岡県の８都道府県 （単位）事業所 （属性）ゴルフ練習場

（日本標準産業分類細分類８０４４）に属する業務を営む事業所 （抽出枠）

平成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２３４／２，７０７ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業・事業所名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．利用者数、

４．月間売上高、５．打席数 

※ 

【調査票名】 ２－ボウリング場調査票 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道、宮城県、東京都、愛知県、大阪府、広島

県、香川県、福岡県の８都道府県 （単位）事業所 （属性）ボウリング場

（日本標準産業分類細分類８０４５）に属する業務を営む事業所 （抽出枠）

平成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１１３／９４８ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業・事業所名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．利用者数

及びゲーム数、４．月間売上高 

※ 

【調査票名】 ３－遊園地・テーマパーク調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）遊園地，テーマパーク（日本標

準産業分類細分類８０５２，８０５３）に属する業務を営む事業所 （抽出

枠）平成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３１／１６７ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業・事業所名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．入場者数、

４．月間売上高 

※ 

【調査票名】 ４－パチンコホール調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）パチンコホール（日本標準産業分

類細分類８０６４）に属する業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 
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【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７１／１，３８７ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 

（系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．月間売上高、４．

設置台数、５．事業所数 

※ 

【調査票名】 ５－葬儀業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）葬儀業（日本標準産業分類細分類

７９６１）に属する業務を営む企業 （抽出枠）平成１７年特定サービス産

業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２０／３，７６０ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．取扱件数、４．月

間売上高、５．事業所数 

※ 

【調査票名】 ６－結婚式場業調査票 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道、宮城県、東京都、愛知県、大阪府、広島

県、香川県、福岡県の８都道府県 （単位）事業所 （属性）結婚式場業（日

本標準産業分類細分類７９６２）に属する業務を営む事業所 （抽出枠）平

成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２０１／２，８２２ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業・事業所名及び所在地、２．従業者数、３．取扱件数、４．月間

売上高、５．月間操業日数 

※ 

【調査票名】 ７－外国語会話教室調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）外国語会話教授業（日本標準産業

分類細分類８２４５）に属する業務を営む企業 （抽出枠）平成１７年特定

サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２／１，１４４ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 
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（系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．月間売上高、４．

受講生数及び新規入学生数、５．開設数、６．事業所数 

※ 

【調査票名】 ８－カルチャーセンター調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）その他の教養・技能教授業（日

本標準産業分類細分類８２４９）に属するカルチャーセンター業務を営む事

業所 （抽出枠）平成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１６０／６９８ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業・事業所名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．月間売上

高、４．受講生数及び新規受講生数、５．講座数 

※ 

【調査票名】 ９－フィットネスクラブ調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）フィットネスクラブ（日本標準産

業分類細分類８０４８）に属する業務を営む企業 （抽出枠）平成１７年特

定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７２／７７２ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．利用者数、４．月

間売上高、５．会員数、６．事業所数 

※ 

【調査票名】 １０－学習塾調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）学習塾（日本標準産業分類小分類

８２３）に属する業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１９３／１，１６５ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．月間売上高、４．

受講生数、５．事業所数 
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※ 

【調査票名】 １１－インターネット附随サービス業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）インターネット付随サービス業（日

本標準産業分類小分類４０１）の業務を営む企業 （抽出枠）事業所・企業

統計調査（１８年確報） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３９／２，４９３ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－

報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 １２－映像情報制作・配給業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）映像情報制作・配給業（日本標準

産業分類小分類４１１）業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２１８／２２３ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告

者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 １３－音楽ソフト制作業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）レコード制作業（日本標準産業分

類細分類４１２１）の業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２９／２８０ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 １４－新聞業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）新聞業（日本標準産業分類小分類

４１３１）の業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９８／９９ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告者 
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【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 １５－出版業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）出版業（日本標準産業分類小分類

４１４）の業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４６／５６０ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 １６－ポストプロダクション業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）その他の映像・音声・文字情報制

作に附帯するサービス業（日本標準産業分類細分類４１６９）のポストプロ

ダクション業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１０２／１０３ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告

者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 １７－デザイン業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）デザイン業（日本標準産業分類小

分類７２６）の業務を営む企業 （抽出枠）事業所・企業統計調査（１８年

確報） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２９８／９，９０２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－

報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 １８－機械設計業調査票 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）機械設計業（日本標準産業分類小

分類７４３）の業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３３／１３０ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 １９－自動車賃貸業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）自動車賃貸業（日本標準産業分類

小分類７０４）のレンタル，リース業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資

料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２４０／５０４ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告

者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高、５．レンタル業務の月間契約台数、月間売上高、６．リース業務

の月間契約台数、月間売上高 

※ 

【調査票名】 ２０－機械等修理業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）機械修理業，電気機械器具修理業

（日本標準産業分類小分類９０１，９０２）の業務を営む企業 （抽出枠）

事業所・企業統計調査（１８年確報） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４１５／１３，４７９ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－

報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 ２１－環境計量証明業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）環境計量証明業（日本標準産業分

類細分類７４５２）の業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３２／５５６ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告
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者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 ２２－物品賃貸（リース）業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）各種物品賃貸業，産業用機械器具

賃貸業，事務用機械器具賃貸業（日本標準産業分類小分類７０１，７０２，

７０３）に属するリース業務を営む企業 （抽出枠）平成１７年特定サービ

ス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３９／５６１ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．リ

ース月間契約高及びリース物件月間購入額、５．月間売上高 

※ 

【調査票名】 ２３－物品賃貸（レンタル）業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）各種物品賃貸業，産業用機械器具

賃貸業，事務用機械器具賃貸業（日本標準産業分類小分類７０１，７０２，

７０３）及び音楽・映像記録物賃貸業（日本標準産業分類細分類７０９２）

のレンタル業務を営む企業 （抽出枠）平成１７年特定サービス産業実態調

査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２２３／２，７７０ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 ２４－情報サービス業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）ソフトウェア業，情報処理・提供

サービス業（日本標準産業分類小分類３９１，３９２）に属する業務を営む

企業 （抽出枠）平成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２２９／５，０５０ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現
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在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 ２５－広告業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）広告業（日本標準産業分類小分類

７３１）に属する業務を営む企業 （抽出枠）平成１７年特定サービス産業

実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１０６／３，１８０ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 ２６－クレジットカード業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）クレジットカード業（日本標準産

業分類細分類６４３１）に属する業務を営む企業 （抽出枠）平成１７年特

定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７１／３５８ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 ２７－エンジニアリング業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）その他の技術サービス業（日本標

準産業分類細分類７４９９）に属するエンジニアリング業務を営む企業 

（抽出枠）平成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９０／２９４ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．エ
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ンジニアリング業務の月間受注高、５．月間売上高 

※ 

【調査票名】 ２８－映画館調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）映画館（日本標準産業分類小分

類８０１）に属する業務を営む事業所 （抽出枠）平成１７年特定サービス

産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２４２／７１６ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業・事業所名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．上映種類

別入場者数、４．月間売上高、５．スクリーン数及び座席数 

※ 

【調査票名】 ２９－劇場・興行場，興行団調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）興行場，興行団（日本標準産業

分類小分類８０２）に属する業務を営む事業所 （抽出枠）平成１７年特定

サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８３／６９８ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業・事業所名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．入場者数、

４．月間売上高 

※ 

【調査票名】 ３０－ゴルフ場調査票 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道、宮城県、東京都、愛知県、大阪府、広島

県、香川県、福岡県の８都道府県 （単位）事業所 （属性）ゴルフ場（日

本標準産業分類細分類８０４３）に属する業務を営む事業所 （抽出枠）平

成１７年特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２１９／２，０２６ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業・事業所名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．利用者数、

４．月間売上高、５．月間営業日数、６．営業ホール数  
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【調査名】 建設労働需給調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月１８日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局建設市場整備課 

【目 的】 建設技能労働者の需給状況等を職種別・地域別に毎月調査することにより、

公共事業を始めとする建設工事に必要な労働力の円滑な確保に資するとともに、

適切な建設労働対策を推進するための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－建設労働需給調査票 

【公 表】 記者発表、インターネット及び報告書（年１回）による公表（調査日の翌月

末） 

【備 考】 今回の変更は、標本設計等の変更。 

※ 

【調査票名】 １－建設労働需給調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）建設業法上の許可を受けた資本

金３００万円以上の建設業者に属する事業所 （抽出枠）建設業許可業者名

簿及び公共工事競争参加資格有資格者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／３９８，７７０ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

毎月１０日～２０日までの間で、日曜日、休日等を除いた作業が通常の形で

行われた適当な１日 （系統）国土交通省－北海道開発局・地方整備局・内

閣府沖縄総合事務局－報告者、国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２５日まで 

【調査事項】 １．手持現場数、２．残業・休日作業を強化中の現場数及びその理由、３．

確保している労働者数及び確保先の別、４．確保したかったが出来なかった

労働者数、５．確保したが過剰となった労働者数、６．今後の労働者の確保

の難易に関する見込み及び確保が困難であるとする場合の理由 
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【調査名】 生コンクリート流通統計調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月１８日 

【実施機関】 経済産業省製造産業局住宅産業窯業建材課 

【目 的】 生コンクリート産業は、産業としての規模も大きく、建設基礎資材として重

要産業に発展しており、また、その製品特性（製品耐久時間：６０分～９０分）

から地域に密着した産業であるため、公共工事等の建設活動の動向把握のために

需要先別出荷内訳や原材料等の流通動向を調査し、各種行政施策の基礎資料とす

る。 

【沿 革】 昭和３６年から開始された「生コンクリート実態調査」（四半期調査）に端を

発する調査であり、昭和４５年、「生コンクリート工業実態調査」、翌昭和４６年、

「生コンクリート四半期報」、昭和４８年、「生コンクリート統計四半期報」と改

称され現在に至っている。 

【調査の構成】 １－生コンクリート統計四半期報 

【公 表】 ＜生コンクリート統計四半期報＞ホームページ：毎期調査票提出月の翌月、

刊行物：毎期調査票提出月の翌々月、＜生コンクリート統計年報＞ホームペー

ジ：翌年４月、刊行物：翌年５月 

※ 

【調査票名】 １－生コンクリート統計四半期報 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）生コンクリートを生産する設備

を保有し、ミキサの混練能力が月産１４，０００立法メートル以上の事業所。 

（抽出枠）全国生コンクリート工業組合連合会・協同組合連合会の会員名簿、

工業統計調査の調査対象者名簿、生産動態統計調査（窯業・建材）の調査対

象者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎四半期末 （系統）経済産業省－民間事業者－報告

者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）１月～３月期分：５月上旬頃まで、４月

～６月期分：７月中旬頃まで、７月～９月期分：１０月中旬頃まで、１０

月～１２月期分：翌年１月中旬頃まで 

【調査事項】 １．生コンクリート需要先別出荷内訳、２．原材料、３．労務、４．プラ

ント、ミキサの容量及び基数別設備状況  



- 44 - 
 

【調査名】 メッシュ標本調査の試行調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月１９日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 本調査は、作物統計調査のうち、メッシュ母集団情報に基づく標本調査への

移行を検討している耕地面積調査、水稲の作付面積調査及び水稲の収穫量調査に

ついて、メッシュ母集団情報を利用した試行調査を実施し、想定される諸課題等

を検証し、耕地面積、水稲作付面積及び水稲収穫量を効率的かつ正確に把握する

ための標本調査手法を設計するための資料を得ることを目的として実施する。 

【沿 革】 本調査は、平成２２年に１回限りの調査として実施。 

【調査の構成】 １－実測調査票 ２－水稲メッシュ標本筆調査票 

【公 表】 非公表 

【備 考】 本調査では、報告者の負担軽減のため、便宜上、報告者からの報告に代えて、

農林水産省職員又は調査員が実測により調査を行う。 

※ 

【調査票名】 １－実測調査票 

【調査対象】 （地域）宮城県、埼玉県、静岡県、石川県、愛知県、和歌山県、香川県、

鹿児島県 （単位）農家 （属性）耕地の所有者又は耕作者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，６５４／４３０，０００ （配布）

調査員・職員 （取集）調査員・職員 （記入）他計 （把握時）平成２２

年１１月１日現在 （系統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統

計・情報センター－統計調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１０月中旬～１２月下旬 

【調査事項】 ア．抽出したメッシュ内の耕地の面積（田畑別）、イ．抽出したメッシュ

内の水稲の作付面積 

※ 

【調査票名】 ２－水稲メッシュ標本筆調査票 

【調査対象】 （地域）埼玉県、和歌山県、香川県 （単位）農家 （属性）水稲を作付

けしている耕地の所有者又は耕作者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４３０／１０５，０００ （配布）調査

員・職員 （取集）調査員・職員 （記入）他計 （把握時）平成２２年産

水稲の収穫期 （系統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・

情報センター－統計調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年８月下旬～１１月下旬 

【調査事項】 抽出したメッシュ内の水稲の１筆ごとの単収（１０アール当たりの収穫量）
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【調査名】 特定作物統計調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月１９日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 本調査は、豆類（小豆、いんげん及びらっかせい）、そば、なたね、こんにゃ

くいも及び「い（イグサ）」の生産に関する実態を明らかにし、戸別所得補償制

度の推進、関税割当数量の算定、共済基準収穫量の算定、生産振興対策等の推進

のための資料を整備することを目的に実施する。 

【沿 革】 本調査は、平成１３年度に作物統計調査（当時は指定統計調査。現在は基幹

統計調査。）及び生産関連の５承認統計調査を再編した際に設けられた基準に基

づき、作物統計調査では把握されない作物のうち、個別制度との関連で、作付面

積及び収穫量について把握することが必要と考えられる作物を対象として、平成

１４年度（１４年産）から実施されている。 

調査開始以来、小豆、いんげん、らっかせい、そば、こんにゃくいも及び「い

（イグサ）」の６品目を把握の対象として実施されてきたが、平成２２年度（２

２年産）からは、なたねを追加し、７品目を把握対象として実施されている。 

【調査の構成】 １－豆類作付面積調査 郵送調査票（団体用） ２－豆類収穫量調査 郵

送調査票（団体用） ３－そば作付面積調査・収穫量調査 郵送調査票（団

体用） ４－豆類・そば収穫量調査 郵送調査票（経営体用） ５－なた

ね（子実用）作付面積調査・収穫量調査 郵送調査票（団体用） ６－な

たね（子実用）収穫量調査 郵送調査票（経営体用） ７－こんにゃくい

も作付面積調査・収穫量調査 郵送調査票（団体用） ８－こんにゃくい

も収穫量調査 郵送調査票（経営体用） ９－い作付面積調査・収穫量調

査 郵送調査票（団体用） 

【公 表】 印刷物及びインターネット（概要：調査品目により、８月下旬～翌年２月下

旬、詳細：調査品目により、翌年６月～翌年１０月） 

【備 考】 今回の変更は、「そば」の収穫量調査について従前の主産県調査から全国調査

への変更、及び「なたね」について新規に調査対象品目として追加。 

※ 

【調査票名】 １－豆類作付面積調査 郵送調査票（団体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農協等関係団体 （属性）豆類（小豆、いんげん、

らっかせい）を取り扱った農協、その他の関係団体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３５０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）北海道：７月１日現在、都府県：９月１日現在 （系統）

農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）北海道：６月下旬、都府県：８月下旬 

【調査事項】 豆類（小豆、いんげん、らっかせい）の作付面積 
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※ 

【調査票名】 ２－豆類収穫量調査 郵送調査票（団体用） 

【調査対象】 （地域）主産県（ただし３年周期で全国） （単位）農協等関係団体 （属

性）豆類（小豆、いんげん、らっかせい）を取り扱った農協、その他の関係

団体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２１０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）収穫期 （系統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務

所－統計・情報センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）収穫期 

【調査事項】 豆類（小豆、いんげん、らっかせい）の作付面積、集荷量等 

※ 

【調査票名】 ３－そば作付面積調査・収穫量調査 郵送調査票（団体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農協等関係団体 （属性）「そば」を取り扱った

農協、その他の関係団体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）収穫期 （系統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務

所－統計・情報センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）収穫期 

【調査事項】 「そば」の作付面積、集荷量等 

※ 

【調査票名】 ４－豆類・そば収穫量調査 郵送調査票（経営体用） 

【調査対象】 （地域）豆類：主産県（３年周期で全国）、そば：全国 （単位）農林業

経営体 （属性）２００５年農林業センサスにおいて「その他の豆類」又は

「その他の雑穀」を販売目的で作付けたと回答した農林業経営体 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９１０／３６，２００ ３，９００

／４０，８００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）

収穫期 （系統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・情報セ

ンター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）収穫期 

【調査事項】 豆類（小豆、いんげん、らっかせい）又は「そば」の作付面積、収穫量（出

荷量、自家消費等の量）等 

※ 

【調査票名】 ５－なたね（子実用）作付面積調査・収穫量調査 郵送調査票（団体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農協等関係団体 （属性）「なたね」を取り扱っ

た農協、その他の関係団体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記
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入）自計 （把握時）収穫期 （系統）農林水産省－地方農政局－地方農政

事務所－統計・情報センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）収穫期 

【調査事項】 「なたね」の作付面積、集荷量等 

※ 

【調査票名】 ６－なたね（子実用）収穫量調査 郵送調査票（経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農林業経営体 （属性）２００５年農林業センサ

スにおいて「その他の工芸農作物」を販売目的で作付けたと回答した農林業

経営体 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９００／７，３００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）収穫期 （系統）農林水産省－地

方農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）収穫期 

【調査事項】 「なたね」の作付面積、収穫量（出荷量、自家消費等の量）等 

※ 

【調査票名】 ７－こんにゃくいも作付面積調査・収穫量調査 郵送調査票（団体用） 

【調査対象】 （地域）主産県（ただし３年周期で全国） （単位）農協等関係団体 （属

性）こんにゃくいもを取り扱った農協、その他の関係団体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）収穫期 （系統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務

所－統計・情報センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）収穫期 

【調査事項】 こんにゃくいもの作付面積、集荷量等 

※ 

【調査票名】 ８－こんにゃくいも収穫量調査 郵送調査票（経営体用） 

【調査対象】 （地域）主産県（ただし３年周期で全国） （単位）農林業経営体 （属

性）２００５年農林業センサスにおいて「その他の工芸農作物」を販売目的

で作付けたと回答した農林業経営体 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２６０／２，７００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）収穫期 （系統）農林水産省－地方農

政局－地方農政事務所－統計・情報センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）収穫期 

【調査事項】 こんにゃくいもの作付面積、収穫量（出荷量、自家消費等の量）等 

※ 

【調査票名】 ９－い作付面積調査・収穫量調査 郵送調査票（団体用） 

【調査対象】 （地域）主産県 （単位）農協等関係団体 （属性）「い（イグサ）」を取
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り扱った農協、その他の関係団体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）収穫期 （系統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務

所－統計・情報センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）収穫期 

【調査事項】 「い（イグサ）」の作付面積、集荷量等  
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【調査名】 農業協同組合及び同連合会一斉調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月１９日 

【実施機関】 農林水産省経営局協同組織課 

【目 的】 信用、共済、販売等の事業を総合的に行う総合農協、特定の業務に特化して

事業を行う農業協同組合連合会（都道府県区域）及び特定業種に特化して事業を

行う専門農協の指導・監督や制度の見直し等のための資料を整備するとともに広

く国民に情報を提供する。 

【沿 革】 本調査は、農林水産省が農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）に基

づき設立された農業協同組合、農業協同組合連合会及び農事組合法人を調査対象

として、昭和２４年以降毎年実施している。 

平成１６年度調査において、８種類の調査票の簡素化を図り、平成１９年度調

査には、農業組合法人一斉調査を廃止し、３種類の調査票とした。 

また、平成２０年度調査から、専門農業協同組合を調査対象とする調査（農業

協同組合一斉調査票（専門農協））は、２年周期で実施することに変更した。 

【調査の構成】 １－農業協同組合一斉調査票（総合農協） ２－農業協同組合連合会（都

道府県区域）一斉調査票 ３－農業協同組合一斉調査票（専門農協） 

【公 表】 印刷物及びインターネット（調査翌年の３月） 

【備 考】 今回の変更は、農業協同組合法施行規則（平成１７年農林水産省令第２７号）

で定める財務諸表の勘定科目の変更に伴う調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－農業協同組合一斉調査票（総合農協） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業協同組合 （属性）農業協同組合（総合農協） 

（抽出枠）農業協同組合名簿（総合農協） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７７９ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査年の前年４月１日から調

査年の３月３１日までの間に終了した事業年度（１２か月）の状況について、

当該事業年度末現在 （系統）農林水産省－都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月下旬～７月末 

【調査事項】 １．組合の名称、住所及び設立登記年月日、２．この調査票に記入した事

業年度、３．組合の地帯分類、４．組合員数及び複数正組合員制、５．役員

数及び役員選出方法、６．職員、７．組合員の資格、８．組合員組織、９．

労働時間・給与・定年制、１０．実施した事業、１１．専属利用契約、１２．

信用事業及び共済事業の委託施設の状況、１３．共同利用施設の状況、１４．

事業契約、１５．貸借対照表、１６．損益計算書、１７．剰余金処分（損失

金処理）、１８．この事業年度中に支払った諸税、１９．勘定科目の内訳、

２０．部門別損益計算書、２１．信用事業、２２．系統外出資等の状況、２
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３．購買事業、２４．販売事業、２５．加工事業、２６．購買店舗数、２７．

補助金等 

※ 

【調査票名】 ２－農業協同組合連合会（都道府県区域）一斉調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業協同組合連合会 （属性）農業協同組合連合

会（都道府県区域）（全国区域、２県以上全国区域未満及び県区域未満の連

合会を除く。） （抽出枠）農業協同組合連合会名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０３ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査年の前年４月１日から調

査年の３月３１日までの間に終了した事業年度（１２か月）の状況について、

当該事業年度末現在 （系統）農林水産省－都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月下旬～７月末 

【調査事項】 １．連合会の名称、住所及び設立登記年月日等、２．会員数、３．附加議

決（選挙）権、４．役員数、５．補助金・助成金、６．本事業年度中に納付

した諸税、７．外部出資、８．剰余金処分又は損失金処理計算書、９．職員

数及び本所、支所、出張所、代理所数等、１０．職員給与状況、１１．信連

の財務諸表、１２．厚生連の財務諸表、１３．経済連の財務諸表、その他の

連合会の財務諸表、１４．信連貸借対象表の明細、１５．購買・販売事業、

１６．加工（製造）事業、１７．農業倉庫事業、１８．共同利用施設等の所

有状況 

※ 

【調査票名】 ３－農業協同組合一斉調査票（専門農協） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業協同組合 （属性）農業協同組合（専門農協） 

（抽出枠）農業協同組合名簿（専門農協） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７９６ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時） （系統）農林水産省－都道

府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）５月下旬～７月末 

【調査事項】 １．組合の名称、住所等、２．出資・非出資の別、３．この調査票に記入

した事業年度の始期と終期、４．組合員数、５．役員数、６．職員数、７．

職員の給与状況、８．株式会社への株式取得状況、９．財務状況、１０．損

益状況、１１．剰余金処分又は損失金処理計算書、１２．補助金、１３．こ

の事業年度中に支払った諸税、１４．購買事業、１５．販売事業、１６．加

工事業、１７．その他の事業、１８．共同利用施設所有状況  
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【調査名】 環境保健サーベイランス調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月２５日 

【実施機関】 環境省総合環境政策局環境保健部企画課保健業務室 

【目 的】 本調査は、昭和６２年の公害健康被害の補償に関する法律（昭和４８年法律

第１１１号。以下「公害健康被害補償法」という。）の改正に伴う中央公害対策

審議会答申及び国会附帯決議等を踏まえ、長期的かつ予見的観点をもって、地域

人口集団の健康状態と環境汚染との関係を定期的・継続的に観察し、必要な措置

を講ずることを目的として実施するものである。 

【調査の構成】 １－健康調査票（３歳児用） ２－健康調査票（６歳児用） 

【公 表】 ホームページ及び報告書（調査実施の翌年度末） 

※ 

【調査票名】 １－健康調査票（３歳児用） 

【調査対象】 （地域）ア：公害健康被害補償法に基づく旧指定地域の一部：千葉市、墨

田区、横浜市、川崎市、名古屋市、東海市、四日市市、大阪市、堺市、神戸

市、尼崎市、北九州市、イ：アの近隣地域：草加市、柏・我孫子市、中野区、

相模原市、岐阜市、大垣市、安城市、大東市、西宮・芦屋市、広島市、福岡

市、島原地域、ウ：ア及びイ以外のその他の地域：小樽市、旭川市、釧路市、

八戸市、秋田市、横手地域、佐野市、高岡市、甲府市、松本市、和歌山市、

宇部・山陽小野田市、大分市、宮崎地域、那覇市 （単位）個人 （属性）

調査対象地域に居住する３歳児 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９０，０００ （配布）郵送 （取集）健康診

査時に回収 （記入）自計 （把握時）各地方公共団体が実施する３歳児健

康診査時（通年） （系統）環境省（民間事業者）－地方公共団体（保健所）

－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）通年実施 ３歳児健康診査時回収 

【調査事項】 居住地、居住地情報（居住歴、構造等）、喘息等の呼吸器疾患に影響を与

える因子（ペット、タバコ、アレルギー歴、家族歴）、対象者の呼吸器症状

等 

※ 

【調査票名】 ２－健康調査票（６歳児用） 

【調査対象】 （地域）ア：公害健康被害補償法に基づく旧指定地域の一部：千葉市、墨

田区、横浜市、川崎市、名古屋市、東海市、四日市市、大阪市、堺市、神戸

市、尼崎市、北九州市、イ：アの近隣地域：草加市、柏・我孫子市、中野区、

相模原市、岐阜市、大垣市、安城市、大東市、西宮・芦屋市、広島市、福岡

市、島原地域、ウ：ア及びイ以外のその他の地域：小樽市、旭川市、釧路市、

八戸市、秋田市、横手地域、佐野市、高岡市、甲府市、松本市、和歌山市、
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宇部・山陽小野田市、大分市、宮崎地域、那覇市 （単位）個人 （属性）

調査対象地域に居住する６歳児 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９０，０００ （配布）調査対象地域の小学校

を通じて配布 （取集）当該小学校を通じて回収 （記入）自計 （把握時）

６月 （系統）環境省（民間事業者）－地方公共団体（小学校）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）６月実施 

【調査事項】 居住地、居住地情報（居住歴、構造等）、喘息等の呼吸器疾患に影響を与

える因子（ペット、タバコ、アレルギー歴、家族歴）、対象者の呼吸器症状

等  



- 53 - 
 

【調査名】 非鉄金属等需給動態統計調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月２５日 

【実施機関】 資源エネルギー庁資源・燃料部鉱物資源課 

【目 的】 非鉄金属等の需給の実態を明らかにすることにより、我が国における非鉄金

属等の安定的かつ効率的な供給の確保を図るため及び鉱物資源に関する政策の

基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和２７年４月以降、旧統計法に基づく指定統計調査として実施

してきた。 

調査開始当初は、主に戦後の経済統制下における物質の割当て、配給監査のた

めの基礎資料として利用されてきたが、その後、経済分析、個別産業の需給調整

のための基礎資料へと利用目的が変化してきた。 

このため、諮問第２７６号の答申「石油製品需給動態統計調査等需給・流通統

計調査の改正について」（平成１３年１０月１２日統計審議会答申）を受けて、

平成１４年１月調査以降、統計報告調整法に基づく統計報告の徴集（承認統計調

査）として実施していたが、統計法の全部改正により、一般統計調査に移行した。 

【調査の構成】 １－非鉄金属等需給月報（生産業者用） ２－非鉄金属等需給月報（販

売業者用） ３－非鉄金属等需給月報（消費者用） 

【公 表】 インターネット（調査月の翌々月の中旬）、「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計

月報」（調査月の翌々月２５日頃）、「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報」（調査

年の翌年６月末頃） 

※ 

【調査票名】 １－非鉄金属等需給月報（生産業者用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）非鉄金属等の掘採、選鉱又は製

錬（再生を除く。）を行う事業者 （抽出枠）事業所・企業統計調査名簿を

用いて選定する。また、毎年更新される工業統計調査名簿を用いて選定事業

者の確認を行う。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２２ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系統）

経済産業省－民間事業者－報告者（配布）、報告者－経済産業省（回収） 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１２日 

【調査事項】 受入重量（自社生産、委託生産、その他）、消費重量、出荷重量（国内販

売、その他）、月末在庫重量、用途別国内販売内訳重量 

※ 

【調査票名】 ２－非鉄金属等需給月報（販売業者用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）非鉄金属等を他から購入（輸入

を含む。）し、販売を業とする事業者 （抽出枠）商業統計調査名簿 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７８／６００ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）毎月末

現在 （系統）経済産業省－民間事業者－報告者（配布）、報告者－経済産

業省（回収） 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１２日 

【調査事項】 受入重量、出荷重量（国内販売、その他）、月末在庫重量 

※ 

【調査票名】 ３－非鉄金属等需給月報（消費者用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）非鉄金属等を消費している事業

者 （抽出枠）工業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６２９／３，６００ （配布）郵送・オ

ンライン （取集）郵送・オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）

毎月末現在 （系統）経済産業省－民間事業者－報告者（配布）、報告者－

経済産業省（回収） 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１２日 

【調査事項】 自家発生・自家生産重量、受入重量、消費重量、出荷重量、月末在庫重量、

用途別消費重量内訳  
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【調査名】 通信・放送産業動態調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月２５日 

【実施機関】 総務省情報通信国際戦略局情報通信政策課情報通信経済室 

【目 的】 通信・放送産業を構成する電気通信業、放送業及び有線テレビジョン放送業

の活動を動態的に把握し、機動的な情報通信政策の企画推進に資するとともに、

通信・放送産業の健全な発展を図るための基礎資料とする。 

【沿 革】 従来、「サービス産業動向調査」との重複対象事業所用に、同調査で必要な「従

業者の状況」を調査項目に加えていたが、平成２２年に、同調査との調整により

「従業者の状況」は同調査が把握することとなったことから本調査で把握する必

要がなくなり、重複対象事業所用の調査票が廃止された。 

【調査の構成】 １－通信・放送産業動態調査調査票（電気通信事業用） ２－通信・放

送産業動態調査調査票（放送事業用） ３－通信・放送産業動態調査調査

票（有線テレビジョン放送事業用） 

【公 表】 印刷物及びインターネット（調査票回収終了からおおむね１か月後） 

※ 

【調査票名】 １－通信・放送産業動態調査調査票（電気通信事業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類（平成１９年１

１月改訂）小分類「固定電気通信業」、「移動電気通信業」に属する企業のう

ち以下を対象とする。登録電気通信事業者（悉皆）、届出電気通信事業者（資

本金及び出資金額３，０００万円以上の企業） （抽出枠）平成２２年度調

査においては、平成２１年度通信・放送産業基本調査の売上高を、平成２３

年以降の調査においては、情報通信業基本調査の売上高を基に選定 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８０／１５，０００ （配布）郵送・オン

ライン （取集）オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）四半期末 

（系統）総務省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）毎四半期末月の翌月１０日 

【調査事項】 売上高の状況、業況の見通し 

※ 

【調査票名】 ２－通信・放送産業動態調査調査票（放送事業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類（平成１９年１

１月改訂）小分類「民間放送業（有線放送業を除く）に属する企業 （抽出

枠）平成２２年度調査においては、平成２１年度通信・放送産業基本調査の

売上高を、平成２３年以降の調査においては、情報通信業基本調査の売上高

を基に選定 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５４／５５０ （配布）郵送・オンライン 

（取集）オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）四半期末 （系統）
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総務省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）毎四半期末月の翌月１０日 

【調査事項】 売上高の状況、業況の見通し 

※ 

【調査票名】 ３－通信・放送産業動態調査調査票（有線テレビジョン放送事業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類（平成１９年１

１月改訂）細分類「有線テレビジョン放送業」に属する企業のうち、資本金

及び出資金額３，０００万円以上の企業 （抽出枠）平成２２年度調査にお

いては、平成２１年度通信・放送産業基本調査の売上高を、平成２３年以降

の調査においては、情報通信業基本調査の売上高を基に選定 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３０／２５０ （配布）郵送・オンライン 

（取集）オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）四半期末 （系統）

総務省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）毎四半期末月の翌月１０日 

【調査事項】 売上高の状況、業況の見通し  
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【調査名】 石油設備調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月２５日 

【実施機関】 資源エネルギー庁資源・燃料部政策課 

【目 的】 石油業者が有する貯油設備等の実態を調査し、石油設備に関する行政施策の

基礎資料を得ること、また、石油産業界が自ら設備増強・廃棄計画等の立案や石

油製品の供給・調達体制の整理合理化を図る上での基礎資料を得ることを目的と

する。 

【沿 革】 昭和２５年に開始された。昭和５４年以降「精製部門調査票」が、平成４年

以降「販売部門調査票」が隔年実施となった。 

平成８年に「精製部門調査票」が廃止され、「販売部門調査票」のみとなった。

また、調査対象者から、石油精製業者が除かれた。 

平成１４年調査は実施されず、平成１５年以降、隔年調査を再開した。 

平成１５年以降、石油精製業者が調査対象に追加された。 

【調査の構成】 １－設備調査票 

【公 表】 経済産業省のホームページにて公表（９月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－設備調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）石油の備蓄の確保等に関する法律

（昭和５０年１２月２７日法律第９６号）第１３条、第２３条、第２４条、

第２５条に基づく届出・登録のあったもの（石油備蓄義務者）のうち対象設

備を有している者及び石油備蓄義務者が使用権を有する対象設備の所有権

を有する企業 （抽出枠）石油の備蓄の確保等に関する法律に基づく届出・

登録簿及び石油製品需給動態統計調査の対象事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２３０ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）３月末日 （系統）経済産業

省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）５月３１日 

【調査事項】 １．貯油設備：所在地別・油種別の基数及び容量（原油、粗ガソリン、粗

灯油、粗軽油、粗重油、半製品計、ガソリン、ナフサ、ジェット燃料油、灯

油、軽油、Ａ重油、Ｂ・Ｃ重油、重油計、燃料油計、Ｐ．Ｐ、Ｐ．Ｂ、Ｂ．

Ｂ、ＬＰＧ計）２．タンクローリー：都道府県別・区分別の台数及び容量（白

油、黒油、ＬＰＧ）  
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【調査名】 石油輸入調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月２５日 

【実施機関】 資源エネルギー庁資源・燃料部政策課 

【目 的】 我が国の原油輸入について、油種、性状、供給源、輸送等の動態を把握し、

行政施策並びに国際機関に対する報告に資することを目的とする。 

【沿 革】 昭和４８年の世界的な石油危機以来、ＯＥＣＤ、ＩＥＡでは、エネルギー計

画及び対策等の必要性から加盟各国に対して石油輸入に関するデータの提供を

要求している。 

当初は、その都度、業界等の協力等によりスポット的に提供することで足りて

いたが、その後、恒常的な要求になってきたこともあって、昭和５１年１月以降

現行方式によって調査が行われている。 

なお、昭和５９年からは「原油調査票」、「石油製品・液化石油ガス調査票」の

両調査票による把握となっていたが、平成１２年からは「原油調査票」のみとな

っている。 

【調査の構成】 １－原油調査票 

【公 表】 経済産業省ホームページおよび定期刊行物にて公表（調査月の翌月末日に速

報、翌々月中旬に確報、翌年７月頃に年報） 

【備 考】 今回の変更は、従来公表しなかった集計事項の公表。 

※ 

【調査票名】 １－原油調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）原油を輸入する企業 （抽出枠）

石油の備蓄の確保等に関する法律に基づく届出・登録簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月１日～末日まで （系統）

経済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月の１５日 

【調査事項】 検尺完了日・数量、陸揚地、油種名、ＡＰＩ度、硫黄分、船積完了日・数

量、積出港、船舶名、送主、原供給者、ＦＯＢ、運賃総額、保険料総額、Ｃ

ＩＦ総額、基準運賃  
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【調査名】 作物統計調査の見直しに係る試行調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月３０日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 現行の作物統計調査（水稲以外の作物に係る作付面積調査及び収穫量調査に

限る。）及び特定作物統計調査で顕在化している調査方法の課題を克服し、基幹

統計調査である作物統計調査に係る今後の適切な調査内容及び調査方法を確立

するため、その検討に必要な情報を得る。 

【調査の構成】 １－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ａ（９

月調査）【神奈川県・愛媛県用】 ２－平成２２年産 作物統計調査の見直

しに係る試行調査 調査票Ａ（１２月調査）【神奈川県・愛媛県用】 ３－

平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ａ（３月調

査）【神奈川県・愛媛県用】 ４－平成２２年産 作物統計調査の見直しに

係る試行調査 調査票Ｂ（９月調査）【神奈川県・愛媛県用】 ５－平成２

２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ｂ（１２月調査）

【神奈川県・愛媛県用】 ６－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係

る試行調査 調査票Ｂ（３月調査）【神奈川県・愛媛県用】 ７－平成２２

年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ａ（９月調査）【福井

県・京都府・熊本県用】 ８－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係

る試行調査 調査票Ａ（１２月調査）【福井県・京都府・熊本県用】 ９－

平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ａ（３月調

査）【福井県・京都府・熊本県用】 １０－平成２２年産 作物統計調査の

見直しに係る試行調査 調査票Ｂ（９月調査）【福井県・京都府・熊本県用】 

１１－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ｂ

（１２月調査）【福井県・京都府・熊本県用】 １２－平成２２年産 作物

統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ｂ（３月調査）【福井県・京都府・

熊本県用】 

【公 表】 非公表 

※ 

【調査票名】 １－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ａ（９

月調査）【神奈川県・愛媛県用】 

【調査対象】 （地域）神奈川県及び愛媛県 （単位）農家 （属性）農林業経営体 （抽

出枠）２００５年農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，５８０／５５，８０２ （配布）郵

送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）併用 （把握時）果樹、茶等

の永年性作物の栽培面積の調査期日については７月１５日現在とする。それ

以外の事項は、それぞれの収穫・出荷がおおむね終了した時期とする。 （系
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統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－統計

調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）各調査月ごとに１か月 

【調査事項】 工芸農作物（茶、なたね）、果樹（もも、おうとう、びわ、うめ及びすも

も）及び冬春等野菜の作付（栽培）面積、収穫量、出荷量。 

※ 

【調査票名】 ２－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ａ（１

２月調査）【神奈川県・愛媛県用】 

【調査対象】 （地域）神奈川県及び愛媛県 （単位）農家 （属性）農林業経営体 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，５８０／５５，８０２ （配布）郵

送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）併用 （把握時）果樹、茶等

の永年性作物の栽培面積の調査期日については７月１５日現在とする。それ

以外の事項は、それぞれの収穫・出荷がおおむね終了した時期とする。 （系

統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－統計

調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）各調査月ごとに１か月 

【調査事項】 陸稲、豆類（大豆、小豆、いんげん及びらっかせい）、雑穀（そば）、かん

しょ、飼肥料作物、工芸農作物（茶（年間計）及びこんにゃくいも）、果樹

（ぶどう、日本なし、西洋なし、かき及びくり）及び夏秋等野菜の作付（栽

培及び収穫）面積、収穫量、出荷量。 

※ 

【調査票名】 ３－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ａ（３

月調査）【神奈川県・愛媛県用】 

【調査対象】 （地域）神奈川県及び愛媛県 （単位）農家 （属性）農林業経営体 （抽

出枠）２００５年農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，５８０／５５，８０２ （配布）郵

送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）併用 （把握時）果樹、茶等

の永年性作物の栽培面積の調査期日については７月１５日現在とする。それ

以外の事項は、それぞれの収穫・出荷がおおむね終了した時期とする。 （系

統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－統計

調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）各調査月ごとに１か月 

【調査事項】 果樹（みかん、その他のかんきつ類、りんご、キウイフルーツ及びパイン

アップル）、秋冬等野菜及び花きの作付（栽培及び収穫）面積、収穫量、出

荷量。 

※ 



- 61 - 
 

【調査票名】 ４－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ｂ（９

月調査）【神奈川県・愛媛県用】 

【調査対象】 （地域）神奈川県及び愛媛県 （単位）農家 （属性）自給的農家 （抽

出枠）２００５年農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５０９／３０，１８８ （配布）郵

送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）併用 （把握時）果樹、茶等

の永年性作物の栽培面積の調査期日については７月１５日現在とする。それ

以外の事項は、それぞれの収穫・出荷がおおむね終了した時期とする。 （系

統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－統計

調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）各調査月ごとに１か月 

【調査事項】 なたね、果樹（もも、おうとう、びわ、うめ及びすもも）及び冬春等野菜

の作付（栽培）面積、収穫量、出荷量。 

※ 

【調査票名】 ５－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ｂ（１

２月調査）【神奈川県・愛媛県用】 

【調査対象】 （地域）神奈川県及び愛媛県 （単位）農家 （属性）自給的農家 （抽

出枠）２００５年農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５０９／３０，１８８ （配布）郵

送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）併用 （把握時）果樹、茶等

の永年性作物の栽培面積の調査期日については７月１５日現在とする。それ

以外の事項は、それぞれの収穫・出荷がおおむね終了した時期とする。 （系

統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－統計

調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）各調査月ごとに１か月 

【調査事項】 陸稲、豆類（大豆、小豆、いんげん及びらっかせい）、雑穀（そば）、かん

しょ、飼肥料作物、工芸農作物（こんにゃくいも）、果樹（ぶどう、日本な

し、西洋なし、かき及びくり）及び夏秋等野菜の作付（栽培及び収穫）面積、

収穫量、出荷量。 

※ 

【調査票名】 ６－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ｂ（３

月調査）【神奈川県・愛媛県用】 

【調査対象】 （地域）神奈川県及び愛媛県 （単位）農家 （属性）自給的農家 （抽

出枠）２００５年農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５０９／３０，１８８ （配布）郵

送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）併用 （把握時）果樹、茶等
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の永年性作物の栽培面積の調査期日については７月１５日現在とする。それ

以外の事項は、それぞれの収穫・出荷がおおむね終了した時期とする。 （系

統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－統計

調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）各調査月ごとに１か月 

【調査事項】 果樹（みかん、その他のかんきつ類、りんご、キウイフルーツ及びパイン

アップル）、秋冬等野菜及び花きの作付（栽培及び収穫）面積、収穫量、出

荷量。 

※ 

【調査票名】 ７－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ａ（９

月調査）【福井県・京都府・熊本県用】 

【調査対象】 （地域）福井県、京都府、熊本県 （単位）農家 （属性）農林業経営体 

（抽出枠）２００５年農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，６８８／１０６，８７９ （配布）

郵送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）併用 （把握時）果樹、茶

等の永年性作物の栽培面積の調査期日については７月１５日現在とする。そ

れ以外の事項は、それぞれの収穫・出荷がおおむね終了した時期とする。 

（系統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－

統計調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）各調査月ごとに１か月 

【調査事項】 麦類、工芸農作物（茶、なたね及び「い（イグサ）」）、果樹（もも、おう

とう、びわ、うめ及びすもも）及び冬春等野菜の作付（栽培）面積、収穫量、

出荷量。 

※ 

【調査票名】 ８－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ａ（１

２月調査）【福井県・京都府・熊本県用】 

【調査対象】 （地域）福井県、京都府、熊本県 （単位）農家 （属性）農林業経営体 

（抽出枠）２００５年農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，６８８／１０６，８７９ （配布）

郵送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）併用 （把握時）果樹、茶

等の永年性作物の栽培面積の調査期日については７月１５日現在とする。そ

れ以外の事項は、それぞれの収穫・出荷がおおむね終了した時期とする。 

（系統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－

統計調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）各調査月ごとに１か月 

【調査事項】 陸稲、豆類（大豆、小豆、いんげん及びらっかせい）、雑穀（そば）、かん
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しょ、飼肥料作物、工芸農作物（てんさい、茶（年間計）及びこんにゃくい

も）、果樹（ぶどう、日本なし、西洋なし、かき及びくり）及び夏秋等野菜

の作付（栽培及び収穫）面積、収穫量、出荷量。 

※ 

【調査票名】 ９－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ａ（３

月調査）【福井県・京都府・熊本県用】 

【調査対象】 （地域）福井県、京都府、熊本県 （単位）農家 （属性）農林業経営体 

（抽出枠）２００５年農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，６８８／１０６，８７９ （配布）

郵送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）併用 （把握時）果樹、茶

等の永年性作物の栽培面積の調査期日については７月１５日現在とする。そ

れ以外の事項は、それぞれの収穫・出荷がおおむね終了した時期とする。 

（系統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－

統計調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）各調査月ごとに１か月 

【調査事項】 さとうきび、果樹（みかん、その他のかんきつ類、りんご、キウイフルー

ツ及びパインアップル）、秋冬等野菜及び花きの作付（栽培及び収穫）面積、

収穫量、出荷量。 

※ 

【調査票名】 １０－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ｂ（９

月調査）【福井県・京都府・熊本県用】 

【調査対象】 （地域）福井県、京都府、熊本県 （単位）農家 （属性）自給的農家 （抽

出枠）２００５年農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，１１７／４２，３３２ （配布）郵

送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）併用 （把握時）果樹、茶等

の永年性作物の栽培面積の調査期日については７月１５日現在とする。それ

以外の事項は、それぞれの収穫・出荷がおおむね終了した時期とする。 （系

統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－統計

調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）各調査月ごとに１か月 

【調査事項】 麦類、工芸農作物（茶、なたね及び「い（イグサ）」）、果樹（もも、おう

とう、びわ、うめ及びすもも）及び冬春等野菜の作付（栽培）面積、収穫量、

出荷量。 

※ 

【調査票名】 １１－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ｂ（１

２月調査）【福井県・京都府・熊本県用】 
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【調査対象】 （地域）福井県、京都府、熊本県 （単位）農家 （属性）自給的農家 （抽

出枠）２００５年農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，１１７／４２，３３２ （配布）郵

送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）併用 （把握時）果樹、茶等

の永年性作物の栽培面積の調査期日については７月１５日現在とする。それ

以外の事項は、それぞれの収穫・出荷がおおむね終了した時期とする。 （系

統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－統計

調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）各調査月ごとに１か月 

【調査事項】 陸稲、豆類（大豆、小豆、いんげん及びらっかせい）、雑穀（そば）、かん

しょ、飼肥料作物、工芸農作物（てんさい、茶（年間計）及びこんにゃくい

も）、果樹（ぶどう、日本なし、西洋なし、かき及びくり）及び夏秋等野菜

の作付（栽培及び収穫）面積、収穫量、出荷量。 

※ 

【調査票名】 １２－平成２２年産 作物統計調査の見直しに係る試行調査 調査票Ｂ（３

月調査）【福井県・京都府・熊本県用】 

【調査対象】 （地域）福井県、京都府、熊本県 （単位）農家 （属性）自給的農家 （抽

出枠）２００５年農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，１１７／４２，３３２ （配布）郵

送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）併用 （把握時）果樹、茶等

の永年性作物の栽培面積の調査期日については７月１５日現在とする。それ

以外の事項は、それぞれの収穫・出荷がおおむね終了した時期とする。 （系

統）農林水産省－地方農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－統計

調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）各調査月ごとに１か月 

【調査事項】 さとうきび、果樹（みかん、その他のかんきつ類、りんご、キウイフルー

ツ及びパインアップル）、秋冬等野菜及び花きの作付（栽培及び収穫）面積、

収穫量、出荷量。  
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【調査名】 食肉検査等情報還元調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月３０日 

【実施機関】 厚生労働省医薬食品局食品安全部監視安全課 

【目 的】 本調査は、と畜場における食用に供するために行う獣畜の処理事業、食鳥処

理の事業の実態を把握し、都道府県等を通して、データを家畜生産段階に還元す

ることにより、食肉の安全性を確保するとともに、都道府県等の衛生行政の推進

に当たって、全国的な状況等を随時利用できる体制を構築し、円滑な行政推進を

図るための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は、旧統計法下では「届出統計調査」として扱われてきたが、統計法

の全部改正により、一般統計調査として扱われることになった。 

平成２２年に、従来、月又は四半期とされていた一部の調査票の周期が年度に

変更され、すべての調査票の周期が年度に統一された。  

【調査の構成】 １－食肉検査等情報還元調査票 

【公 表】 インターネット（調査実施年度の翌年度６月） 

※ 

【調査票名】 １－食肉検査等情報還元調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県、保健所を設置

する市及び特別区（ただし、報告を求める事項のうち、と畜場、と畜場外と

さつ頭数、と畜場内とさつ頭数、処分別実頭数及び疾病別頭数については、

都道府県及び保健所を設置する市のみ報告を行う。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１３６ （配布）オンライン （取集）オンラ

イン （記入）自計 （把握時）４月１日～３月３１日 （系統）厚生労働

省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年度の翌年度の４月末日 

【調査事項】 １．と蓄場、２．と蓄場外とさつ頭数、３．と畜場内とさつ頭数、４．処

分別実頭数、５．疾病別頭数、６．食鳥処理場、７．食鳥処理衛生管理者数、

８．届出食肉販売業者数、９．食鳥検査羽数、１０．処分実羽数、１１．疾

病別羽数、１２．化製場及び魚介類鳥類等製造貯蔵施設数、１３．死亡獣畜

取扱場数、１４．畜舎及び家きん舎数、１５．化製場等  
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【調査名】 民間企業における役員報酬（給与）等調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月３０日 

【実施機関】 人事院給与局給与第一課、人事院給与局給与第二課 

【目 的】 国家公務員指定職俸給表の適用を受ける職員の給与を総合的に検討するため

の資料を得ること及び役員退職慰労金の支払い状況を把握することを目的とす

る。 

【沿 革】 本調査は、旧統計法下では「届出統計調査」として扱われてきたが、統計法

の全部改正により、一般統計調査として扱われることになった。 

【調査の構成】 １－調査票１（役員報酬（給与）調査） ２－調査票２（役員の退職慰

労金調査） 

【公 表】 非公表 

【備 考】 今回の変更は、すべての調査票に係る調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－調査票１（役員報酬（給与）調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）企業規模５００人以上の企業の本

社であって、日本標準産業分類の次の大分類に該当するもの（医療法人・学

校法人等を除く）「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造

業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸

売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，

専門・技術サービス業（中分類の「学術・開発研究機関」及び「広告業」に

分類されるもの。）」、「生活関連サービス業（中分類の「その他生活関連サー

ビス業」に分類されるもの。）」、「教育，学習支援業（中分類の「学校教育」

に分類されるもの。）」、「医療、福祉（中分類の「医療業」及び「社会保険・

社会福祉・介護事業」に分類されるもの。）」 （抽出枠）職種別民間給与実

態調査で作成している母集団名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，１００／３，６００ （配布）郵送・

職員 （取集）郵送・職員 （記入）自計 （把握時）調査年の前年１年間 

（系統）人事院－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月上旬～６月末日 

【調査事項】 １．企業の名称、常勤従業員数、産業大分類及び所在地域、２．調査の前

年（以下「前年」という。）における役名別年間報酬総額（賞与等を含む）

及び人数、３．前年における給与等の改定状況等（１）前年１月から１２月

までの間の報酬（給与）月額の改定状況、（２）報酬（給与）月額のカット

状況、（３）前年の年間賞与の支給状況、（４）前年の年間賞与額、前年１２

月分の報酬（給与）月額等、４．調査年における給与等の改定状況等（１）

調査年の役員数の状況（予定を含む。）、（２）調査年１月以降の報酬（給与）
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月額の改定状況及びカット状況（予定を含む。）、（３）調査年の年間賞与の

支給予定、５．役員退職慰労金の報酬繰入れ状況、６．役員個人に対する業

績評価制度の導入状況 

※ 

【調査票名】 ２－調査票２（役員の退職慰労金調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）企業規模５００人以上の企業の本

社であって、日本標準産業分類の次の大分類に該当するもの（医療法人・学

校法人等を除く）「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造

業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸

売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，

専門・技術サービス業（中分類の「学術・開発研究機関」及び「広告業」に

分類されるもの。）」、「生活関連サービス業（中分類の「その他生活関連サー

ビス業」に分類されるもの。）」、「教育，学習支援業（中分類の「学校教育」

に分類されるもの。）」、「医療、福祉（中分類の「医療業」及び「社会保険・

社会福祉・介護事業」に分類されるもの。）」 （抽出枠）職種別民間給与実

態調査で作成している母集団名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，１００／３，６００ （配布）郵送・

職員 （取集）郵送・職員 （記入）自計 （把握時）調査年の前年２年間 

（系統）人事院－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）５月上旬～６月末日 

【調査事項】 １．企業の名称、常勤従業員数、産業大分類及び所在地域、２．退職慰労

金制度及び退職役員の状況、３．役名別退職慰労金支給額及び退職時の報酬

月額、４．役員としての在任期間及び退職年月、５．退職慰労金の支給方法

及び支給基準  
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【調査名】 職種別民間給与実態調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月３１日 

【実施機関】 人事院給与局給与第一課 

【目 的】 適正な公務員給与の検討を行うための基礎資料として、公務と共通する職務

に従事する民間事業所の従業員に係る給与の実態を把握することを目的とする。 

【沿 革】 昭和２３年７月に第１回が行われ、毎年１回（昭和２５年のみ２回）実施さ

れている。 

昭和３９年までは事業所規模５０人以上を調査対象としていたが、経済成長に

よる民間企業の規模構成の変化等に応じ、昭和４０年以降は、事業所規模５０人

以上、かつ、企業規模１００人以上を対象に調査している。 

その後、平成１８年以降は企業規模を従業員５０人以上に引き下げて調査を実

施している。 

本調査は、旧統計法下では「届出統計調査」として扱われてきたが、統計法の

全部改正により、一般統計調査として扱われることになった。 

【調査の構成】 １－初任給調査票 ２－事業所票（１） ３－事業所票（２） ４－個

人票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施年の８月、詳細：調査実施年の

１０月） 

【備 考】 今回の変更は、事業所票（１）以外の調査票に係る調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－初任給調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）毎年４月分の最終給与締切日現

在において、次の１及び２に掲げる条件をいずれも満たす事業所 １．企業

規模が従業員５０人以上であり、かつ、事業所規模が従業員５０人以上の事

業所。ただし、次の経営形態のものを除く。ア．政府機関及びその関係機関、

イ．地方公共団体及びその関係機関、ウ．大使館・領事館及び国際連合等の

関係機関、エ．企業組合等、 ２．日本標準産業分類の次の大分類に該当す

るもの。「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電

気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，

小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・

技術サービス業（中分類の「学術・開発研究機関」及び「広告業」に分類さ

れるもの。）」、「生活関連サービス業，娯楽業（中分類の「その他生活関連サ

ービス業」に分類されるもの。）」、「教育，学習支援業（中分類の「学校教育」

に分類されるもの。）」、「医療、福祉（中分類の「医療業」及び「社会保険・

社会福祉・介護事業」に分類されるもの。）」、「サービス業（中分類の「政治・

経済・文化団体」に分類されるもの。）」 （抽出枠）職種別民間給与実態調
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査対象事業所管理名簿（前回の本調査対象名簿をもとに企業の担当者に直接

照会することと併せて、新たに設立された企業の確認のため国税庁作成「源

泉徴収義務者一覧表」の提供を受け前年データと比較する方法により補正し

たもの） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１，１００／５１，０００ （配布）

職員 （取集）職員 （記入）他計 （把握時）調査年４月分の最終給与締

切日現在（給与・賞与・手当については、４月そ及改定を含む） （系統）

人事院－人事院地方事務局（所）及び各都道府県・市・特別区人事委員会－

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月１日～６月中旬 

【調査事項】 １．本年の採用状況、２．職種別・学歴別の採用者数及び初任給月額 

※ 

【調査票名】 ２－事業所票（１） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）毎年４月分の最終給与締切日現

在において、次の１及び２に掲げる条件をいずれも満たす事業所 １．企業

規模が従業員５０人以上であり、かつ、事業所規模が従業員５０人以上の事

業所。ただし、次の経営形態のものを除く。ア．政府機関及びその関係機関、

イ．地方公共団体及びその関係機関、ウ．大使館・領事館及び国際連合等の

関係機関、エ．企業組合等、 ２．日本標準産業分類の次の大分類に該当す

るもの。「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電

気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，

小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・

技術サービス業（中分類の「学術・開発研究機関」及び「広告業」に分類さ

れるもの。）」、「生活関連サービス業，娯楽業（中分類の「その他生活関連サ

ービス業」に分類されるもの。）」、「教育，学習支援業（中分類の「学校教育」

に分類されるもの。）」、「医療、福祉（中分類の「医療業」及び「社会保険・

社会福祉・介護事業」に分類されるもの。）」、「サービス業（中分類の「政治・

経済・文化団体」に分類されるもの。）」 （抽出枠）職種別民間給与実態調

査対象事業所管理名簿（前回の本調査対象名簿をもとに企業の担当者に直接

照会することと併せて、新たに設立された企業の確認のため国税庁作成「源

泉徴収義務者一覧表」の提供を受け前年データと比較する方法により補正し

たもの） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１，１００／５１，０００ （配布）

職員 （取集）職員 （記入）他計 （把握時）調査年４月分の最終給与締

切日現在（給与・賞与・手当については、４月そ及改定を含む） （系統）

人事院－人事院地方事務局（所）及び各都道府県・市・特別区人事委員会－
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報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月１日～６月中旬 

【調査事項】 １．事業所名、２．賞与及び臨時給与の支給従業員数及び支給総額（調査

の前年８月から調査の実施年の７月までの状況）、３．「２」の該当月及び調

査年４月の決まって支給する給与の支給従業員数及び支給総額 

※ 

【調査票名】 ３－事業所票（２） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）毎年４月分の最終給与締切日現

在において、次の１及び２に掲げる条件をいずれも満たす事業所 １．企業

規模が従業員５０人以上であり、かつ、事業所規模が従業員５０人以上の事

業所。ただし、次の経営形態のものを除く。ア．政府機関及びその関係機関、

イ．地方公共団体及びその関係機関、ウ．大使館・領事館及び国際連合等の

関係機関、エ．企業組合等、 ２．日本標準産業分類の次の大分類に該当す

るもの。「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電

気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，

小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・

技術サービス業（中分類の「学術・開発研究機関」及び「広告業」に分類さ

れるもの。）」、「生活関連サービス業，娯楽業（中分類の「その他生活関連サ

ービス業」に分類されるもの。）」、「教育，学習支援業（中分類の「学校教育」

に分類されるもの。）」、「医療、福祉（中分類の「医療業」及び「社会保険・

社会福祉・介護事業」に分類されるもの。）」、「サービス業（中分類の「政治・

経済・文化団体」に分類されるもの。）」 （抽出枠）職種別民間給与実態調

査対象事業所管理名簿（前回の本調査対象名簿をもとに企業の担当者に直接

照会することと併せて、新たに設立された企業の確認のため国税庁作成「源

泉徴収義務者一覧表」の提供を受け前年データと比較する方法により補正し

たもの） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１，１００／５１，０００ （配布）

職員 （取集）職員 （記入）他計 （把握時）調査年４月分の最終給与締

切日現在（給与・賞与・手当については、４月そ及改定を含む） （系統）

人事院－人事院地方事務局（所）及び各都道府県・市・特別区人事委員会－

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月１日～６月中旬 

【調査事項】 １．本年の給与改定等の状況、２．賞与の支給状況、３．高齢者雇用施策

の状況、４．家族手当の支給状況、５．住宅手当の支給状況、６．単身赴任

者に対する手当の支給状況、７．改正労働基準法の施行に伴う時間外労働等

の割増の割増賃金率の引上げの状況、８．雇用調整の状況 



- 71 - 
 

※ 

【調査票名】 ４－個人票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）毎年４月分の最終給与締切日現

在において、次の１及び２に掲げる条件をいずれも満たす事業所 １．企業

規模が従業員５０人以上であり、かつ、事業所規模が従業員５０人以上の事

業所。ただし、次の経営形態のものを除く。ア．政府機関及びその関係機関、

イ．地方公共団体及びその関係機関、ウ．大使館・領事館及び国際連合等の

関係機関、エ．企業組合等、 ２．日本標準産業分類の次の大分類に該当す

るもの。「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電

気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，

小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・

技術サービス業（中分類の「学術・開発研究機関」及び「広告業」に分類さ

れるもの。）」、「生活関連サービス業，娯楽業（中分類の「その他生活関連サ

ービス業」に分類されるもの。）」、「教育，学習支援業（中分類の「学校教育」

に分類されるもの。）」、「医療、福祉（中分類の「医療業」及び「社会保険・

社会福祉・介護事業」に分類されるもの。）」、「サービス業（中分類の「政治・

経済・文化団体」に分類されるもの。）」 （抽出枠）職種別民間給与実態調

査対象事業所管理名簿（前回の本調査対象名簿をもとに企業の担当者に直接

照会することと併せて、新たに設立された企業の確認のため国税庁作成「源

泉徴収義務者一覧表」の提供を受け前年データと比較する方法により補正し

たもの） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１，１００／５１，０００ （配布）

職員 （取集）職員 （記入）他計 （把握時）調査年４月分の最終給与締

切日現在（給与・賞与・手当については、４月そ及改定を含む） （系統）

人事院－人事院地方事務局（所）及び各都道府県・市・特別区人事委員会－

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月１日～６月中旬 

【調査事項】 調査対象事業所の従業員に係る次の事項（１）年齢、学歴、性、（２）決

まって支給する給与総額、（３）時間外手当額、（４）通勤手当額 
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【調査名】 園芸用施設及び農業用廃プラスチックに関する調査（平成２２年承

認） 

【承認年月日】 平成２２年３月３１日 

【実施機関】 農林水産省生産局生産流通振興課 

【目 的】 本調査は、日本における園芸用施設の設置・利用状況とともに、主として園

芸用施設から排出される農業用廃プラスチックの処理状況を把握し、園芸作物の

安定供給や施設園芸の高度化、園芸農業における低炭素化や循環型社会の構築等

に向けた施策の企画・立案を行うための基礎資料とすることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、旧統計法下では「届出統計調査」として扱われてきたが、統計法

の全部改正により、一般統計調査として扱われることになった。 

平成２２年に、調査の名称が「園芸用施設及び農業用廃プラスチックに関する

調査」に変更された。 

【調査の構成】 １－園芸用施設に関する調査票 ２－農業用廃プラスチックに関する調

査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査実施翌年の３月末） 

【備 考】 今回の変更は、「農業用廃プラスチックに関する調査票」に係る報告を求める

基準となる期間の変更。 

※ 

【調査票名】 １－園芸用施設に関する調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県（園芸生産等主

管課又は農産物安全等主管課） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施年の前々年７月１日～

翌年６月３０日 （系統）農林水産省－地方農政局等－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）調査実施年の４月上旬～１０月３１日 

【調査事項】 １．ガラス室設置実面積等、２．ハウス設置実面積等、３．ガラス室・ハ

ウスの栽培延面積及び収穫量等、４．雨よけ施設の設置実面積、５．トンネ

ル設置延ほ場面積及び栽培延ほ場面積、６．共同利用育苗施設設置箇所数及

び受益面積、７．マルチ栽培延ほ場面積、８．べたがけ栽培延ほ場面積、９．

施設野菜におけるミツバチの利用延面積、１０．施設野菜におけるマルハナ

バチの利用延面積 

※ 

【調査票名】 ２－農業用廃プラスチックに関する調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県（園芸生産等主

管課又は農産物安全等主管課） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵
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送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施年の前々年４月１日～

翌年３月３１日 （系統）農林水産省－地方農政局等－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）調査実施年の４月上旬～１０月３１日 

【調査事項】 １．農業用廃プラスチック年間排出量、２．農業用廃プラスチック処理量
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【調査名】 情報通信業基本調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月３１日 

【実施機関】 総務省情報通信国際戦略局情報通信政策課情報通信経済室、経済産業省経

済産業政策局調査統計部企業統計室 

【目 的】 本調査は、日本標準産業分類大分類「情報通信業」に属する企業の活動の実

態を明らかにし、情報通信業に関する施策の基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、統計報告調整法に基づく統計報告の徴集（承認統計調査）として

平成４年度から実施されてきた放送番組制作業実態調査及び平成６年度から実

施されてきた通信・放送産業基本調査を統合し、新たに経済産業省の所掌範囲を

調査対象として追加し、平成２２年から開始したものである。 

【調査の構成】 １－情報通信業基本調査票（共通事項調査用） ２－情報通信業基本調

査票（電気通信業、放送業用） ３－情報通信業基本調査票（テレビジョ

ン・ラジオ番組制作業用） ４－情報通信業基本調査票（インターネット

附随サービス業用） ５－情報通信業基本調査票（情報サービス業用） ６

－情報通信業基本調査票（映像・音声・文字情報制作業用） 

【公 表】 情報通信業基本調査報告書（速報：調査実施年の翌年１月、確報：調査実施

年の翌年４月）及びインターネット 

※ 

【調査票名】 １－情報通信業基本調査票（共通事項調査用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類大分類「情報通

信業」に属する企業 （抽出枠）日本標準産業分類大分類「情報通信業」に

属する企業 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１１，３００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系

統）総務省－民間事業者－報告者、経済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査期日の属する年の５月１６日～７月１５

日までの間に提出 

【調査事項】 １．企業の概要（企業の名称、電話番号、本社・本店の所在地、資本金額

又は出資金額、外資比率、企業の設立形態及び設立時期等）、２．事業組織

及び従業者数（本社の部門別常時従業者数、本社以外の業種別事業所数、常

時従業者数、他企業等への出向者、正社員、正職員数、パートタイム従業者

数等）、３．親会社、子会社・関連会社の状況（親会社の名称、所在地、業

種、議決権所有割合、子会社・関連会社の所有状況、子会社・関連会社の増

加・減少等）、４．資産・負債及び純資産並びに投資（資産・負債及び純資

産、関係会社への投融資残高、固定資産の増減、剰余金の配当状況等）、５．

事業内容（売上高及び費用等、費用の内訳、情報処理・通信費、支払いリー



- 75 - 
 

ス料、売上高の内訳等）、６．取引状況（売上高・仕入高（モノ）の取引状

況、モノ以外のサービスに関する国際取引）、７．事業の外部委託の状況（製

造委託の金額、製造委託以外の外部委託の状況、製造委託以外の外部委託金

額等）、８．研究開発、能力開発（研究開発の取組状況、研究開発費及び研

究開発投資、能力開発費）、９．技術の所有及び取引状況（特許権等の所有・

使用状況、技術取引額）、１０．企業経営の方向（委員会設置会社の状況、

ストックオプション制度の実施状況等） 

※ 

【調査票名】 ２－情報通信業基本調査票（電気通信業、放送業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）【電気通信業】日本標準産業分類

小分類「固定電気通信業」、「移動電気通信業」に属する事業を行っている企

業のうち以下を対象とする（登録電気通信事業者：しっ皆、届出電気通信事

業者：資本金額又は出資金額３，０００万円以上の企業）、【放送業】日本標

準産業分類小分類「民間放送業（有線放送業を除く）」、「有線テレビジョン

放送業」に属する事業を行っている企業のうち以下を対象とする（民間放送

事業者：しっ皆、有線テレビジョン放送事業者：資本金額又は出資金額３，

０００万円以上の企業） （抽出枠）【電気通信業】総務省で保有する登録・

届出電気通信業事業者名簿、【放送業】業界団体名簿に掲載されている民間

放送事業者及び総務省で保有する有線テレビジョン放送事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系

統）総務省－民間事業者－報告者、経済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査期日の属する年の５月１６日～７月１５

日までの間に提出 

【調査事項】 １．企業の概要（企業の名称、本社・本店の所在地）、２．事業内容（通

信・放送事業のうち、行っている事業）、３．財務状況（長期資金調達・運

用状況、電気通信事業、放送事業、有線テレビジョン放送事業のサービス別

売上高、営業費用（接続料、ネットワーク費、番組購入費等）等）、４．取

得設備投資額（電気通信事業、放送事業、有線テレビジョン放送事業の取得

設備投資額）、５．従業者の状況（電気通信事業、放送事業、有線テレビジ

ョン放送事業の常時従業者数、正社員・正職員、パートタイム従業者、他企

業等への出向者、臨時・日雇雇用者等）、６．外部委託の状況（外部委託金

額等）、７．事業運営の状況（海外サービス提供の方針、海外への外部委託

の状況）、８．今後の事業運営 

※ 

【調査票名】 ３－情報通信業基本調査票（テレビジョン・ラジオ番組制作業用） 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類細分類「テレビ

ジョン番組制作業」、「ラジオ番組制作業」に属する事業を行っている企業 

しっ皆 （抽出枠）業界団体名簿に掲載されている番組制作会社を基礎とし、

放送番組制作業実態調査による補完を行い選定 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系統）

総務省－民間事業者－報告者、経済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査期日の属する年の５月１６日～７月１５

日までの間に提出 

【調査事項】 １．企業の概要（企業の名称、本社・本店の所在地）、２．事業内容（制

作番組の放送媒体、放送番組制作の業務内容等）、３．売上高（放送番組制

作業の売上高、放送番組制作業務内容別売上高、放送番組制作業務以外の売

上高等）、４．設備投資状況（放送番組制作業の取得設備投資額、設備のデ

ジタル化（ＶＴＲ、カメラ、編集用機材）等）、５．従業者の状況（テレビ

ジョン番組制作事業、ラジオ番組制作事業用の常時従業者数、正社員・正職

員、パートタイム従業者、他企業等への出向者、臨時・日雇雇用者等）、６．

放送番組の契約件数等（テレビ放送番組制作の端緒、発注書面契約件数、制

作したテレビ放送番組の二次利用状況、制作したテレビ放送番組の著作権の

所有状況等）、７．外部委託の状況（外部委託金額等）、８．事業運営の状況

（海外へのサービス提供の方針、海外への外部委託の状況）、９．今後の事

業展開、１０．経営上の問題点 

※ 

【調査票名】 ４－情報通信業基本調査票（インターネット附随サービス業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類中分類「インタ

ーネット附随サービス業」に属する事業を行っている企業のうち、資本金額

又は出資金額３，０００万円以上の企業 （抽出枠）業界団体名簿及び事業

所・企業データベース母集団情報を基礎とし、通信・放送産業基本調査及び

経済産業省企業活動基本調査による補完を行い選定 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系統）

総務省－民間事業者－報告者、経済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査期日の属する年の５月１６日～７月１５

日までの間に提出 

【調査事項】 １．企業の概要（企業の名称、本社・本店の所在地）、２．売上高（イン

ターネット附随サービス業の売上高内訳、広告収入の割合）、３．出店者登

録数と利用者登録数（インターネット附随サービス業の出店者登録数、利用
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者登録数）、４．取得設備投資額（インターネット附随サービス業の取得設

備投資実績額及び設備投資実績見込額等）、５．外部委託の状況（外部委託

金額等）、６．従業者の状況（インターネット附随サービス業の全常時従業

者数、正社員・正職員、パートタイム従業者、他企業等への出向者、臨時・

日雇雇用者等）、７．人材育成（人材育成の状況）、８．事業運営の状況（産

学連携の状況、海外へのサービス提供の方針、海外への外部委託の状況）、

９．認証取得等への取組み状況（インターネット附随サービス業の認証取得、

事業継続計画の取得状況・方針等）、１０．今後の事業運営（今後の事業展

開の考え） 

※ 

【調査票名】 ５－情報通信業基本調査票（情報サービス業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類中分類「情報サ

ービス業」に属する事業所を有する企業のうち、資本金額又は出資金額３，

０００万円以上の企業 （抽出枠）事業所・企業データベース母集団情報を

基礎とし、経済産業省企業活動基本調査による補完を行い選定 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，０００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系

統）総務省－民間事業者－報告者、経済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査期日の属する年の５月１６日～７月１５

日までの間に提出 

【調査事項】 １．企業の概要（企業の名称、本社・本店の所在地）、２．売上高（情報

サービス業の売上高内訳、海外への売上高の割合）、３．営業費用（広告宣

伝費の内訳等）、４．認証取得への取組み状況（情報サービス業の認証取得

状況・方針）、５．開発・制作部門の状況（外部委託の状況、委託の状況、

従業者の状況、技術者の給与制度、技術者の給与（年収）の状況、人材育成、

事業運営の状況、ゲームソフトウェア開発の状況 

※ 

【調査票名】 ６－情報通信業基本調査票（映像・音声・文字情報制作業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類細分類「テレビ

ジョン番組制作業」、「ラジオ番組制作業」を除く中分類「映像・音声・文字

情報制作業」に属する事業所を有する企業のうち、資本金額又は出資金額３，

０００万円以上の企業 （抽出枠）事業所・企業データベース母集団情報を

基礎とし、経済産業省企業活動基本調査による補完を行い選定 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，０００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系

統）総務省－民間事業者－報告者、経済産業省－民間事業者－報告者 
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【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査期日の属する年の５月１６日～７月１５

日までの間に提出 

【調査事項】 １．企業の概要（企業の名称、本社・本店の所在地）、２．売上高（映像・

音声・文字情報制作業の売上高内訳）、３．事業運営の状況（映像・音声・

文字情報制作業の事業運営の取組み状況）、４．課金システムの状況（映像・

音楽を配信している場合の課金システムの状況）、５．コンテンツ制作部門

の状況（コンテンツ制作数と権利比率別保有状況、著作権の状況、営業費用、

外部委託の状況、従業者の状況、給与制度、給与（年収）の状況、人材育成、

ドキュメント化の状況、映像・音楽制作部門の状況  
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【調査名】 工場立地動向調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年３月３１日 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局地域経済産業グループ立地環境整備課 

【目 的】 工場の立地動向を全国にわたり統一した基準で迅速に調査することにより、

工場立地の実態を把握し、工場立地の適正化及び土地利用の合理化に役立てるた

めの統計を作成することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、工場立地法（昭和３４年法律第２４号）第２条に基づくものであ

り、昭和４２年から半年周期で実施されている。 

平成１６年調査から調査系統を変更し、都道府県・市町村経由を廃止。 

平成２２年調査から実査・審査業務を民間事業者に委託。 

【調査の構成】 １－工場立地動向調査票 

【公 表】 インターネットにより公表（上期：９月３０日、下期：３月３１日） 

※ 

【調査票名】 １－工場立地動向調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による１．製

造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く。）、ガス業又は熱供給業を営

む者及び２．学術・開発研究機関（民間の試験研究機関で主として製造業、

電気業、ガス業又は熱供給業に係る分野の研究を行うものに限る。）であっ

て、その工場又は研究所を建設する目的をもって調査基準期間に１，０００

平方メートル以上の用地（埋立て予定を含む。）を取得（借地を含む。）した

事業所。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）上期：１月１日～６月３０日、下期：７月１日～１２

月３１日 （系統）経済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）上期：７月～８月、下期：１月～２月 

【調査事項】 会社・工場名、工場建設地、記入者（氏名、所属、電話）、設備投資額（う

ち用地取得費）、本社所在地、現地法人設立の場合の親企業の本社所在地、

経営組織、資本金、従業者数、外資比率、用地取得年月、建設工事着工予定

年月、操業開始予定年月、敷地面積、建築予定面積、延べ建築予定面積、工

場の予定機能、工場敷地内に研究開発機能を付設する予定の有無、主な地目、

新増設の別、内陸臨海の別、工業団地内外の別、工業団地名、新増設に伴う

工場移転の有無、移転の場合の旧工場所在地、旧工場移転分の敷地面積、旧

工場移転分の建築面積、移転の場合の旧工場跡地処分の予定、立地地点から

の距離（国道、高速道路Ｉ．Ｃ、港湾ふ頭、空港、新幹線駅、人口１５万人

以上の都市）、立地地点選定理由、海外立地検討の有無、海外立地の検討を

行った理由、海外立地と比較しての国内立地選定理由、主要原材料・製品名、
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立地工場の予定従業者数、うち地場雇用者数、都市計画法の区域区分、都市

計画法の用途地域 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 都民の地震時における行動調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年３月２日 

【実施機関】 東京消防庁防災部生活安全課 

【目 的】 東京都民の地震に対する日頃の備えや地震時の行動実態を把握し、調査結果

を早期に報道発表するとともに、住民の防災意識の向上を図るための防災指導資

料を作成すること。 

【調査の構成】 １－地震時における都民の行動調査票 

※ 

【調査票名】 １－地震時における都民の行動調査票 

【調査対象】 （地域）東京消防庁管轄区域全域 （単位）個人 （属性）東京消防庁管

轄区域内に居住する２０歳以上の住民 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，０００／１０，４５５，０００ （配

布）電話調査 （取集）電話調査 （記入）他計 （把握時）東京消防庁管

轄区域に震度４の地震が発生した時点 （系統）東京消防庁－各消防署（８

１署）－報告者 

【周期・期日】 （周期）東京消防庁管轄区域に震度４の地震が発生した都度 （実施期

日）東京消防庁管轄区域に震度４の地震が発生した日又はその翌日 

【調査事項】 火の使用状況、家具の転倒状況、ケガ人の状況等  
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【調査名】 経済要求・妥結状況調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年３月８日 

【実施機関】 東京都産業労働局雇用就業部労働環境課 

【目 的】 東京都内民間労働組合を対象に、賃上げ及び一時金交渉経過について要求・

回答・妥結の各状況を把握し、労政行政の業務基礎資料とするとともに、労使団

体の参考に供する。 

【調査の構成】 １－経済要求・妥結状況調査台帳 

※ 

【調査票名】 １－経済要求・妥結状況調査台帳 

【調査対象】 （地域）東京都内全域（島しょを除く） （単位）労働組合 （属性）東

京都内民間労働組合 （抽出枠）労働組合名簿（東京都作成） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，１２０／７，７００ （配布）郵送 （取

集）郵送・電話 （記入）併用 （把握時）春季賃上げ：３月～７月の設定

日（妥結後回答）、夏季一時金：５月～７月の設定日（妥結後回答）、年末一

時金：１０月～１２月の設定日（妥結後回答） （系統）東京都－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）３月中旬～１２月中旬 

【調査事項】 １．春季賃上げの要求、妥結状況、２．夏季一時金の要求、妥結状況、３．

年末一時金の要求、妥結状況  
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【調査名】 静岡県茶業生産流通実態調査（荒茶工場等実態調査）（平成２２年届

出） 

【受理年月日】 平成２２年３月１５日 

【実施機関】 静岡県産業部農林業局お茶室 

【目 的】 茶業振興施策の資料として活用するため、静岡県内の荒茶工場及び仕上茶工

場等の茶関係業者に対して、茶の生産と流通の実態調査を実施する。 

【調査の構成】 １－静岡県 荒茶工場・仕上茶工場等実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－静岡県 荒茶工場・仕上茶工場等実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）静岡県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る細分類「工芸農作物農業」、「製茶業」、「茶類卸売業」に属する事業所のう

ち、荒茶の製造若しくは斡旋又は仕上茶の加工、若しくは販売を行う事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）年度 （系統）静岡県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）調査年度の３月２５日～４月１２日 

【調査事項】 １．実施事業、組織形態等に関する事項、２．荒茶の製造及び販売に関す

る事項（荒茶工場の規模、茶園面積、荒茶生産量・販売量及び貯蔵能力、茶

園管理機及び防霜施設、経営見通し、有機ＪＡＳ認証取得の状況等）、３．

仕上茶の加工及び販売に関する事項（経営規模、荒茶の購入量及び仕上茶の

販売量、仕上茶の販売先、リーフ茶商品の取扱状況等）、４．荒茶の斡旋に

関する事項（荒茶斡旋量、荒茶の斡旋先等）  
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【調査名】 子どもの食生活と健康についてのアンケート調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年３月１９日 

【実施機関】 福岡県保健医療介護部健康増進課 

【目 的】 子どもの食生活を中心とする生活習慣を把握し、これまで福岡県が行ってき

た生活習慣改善の取り組みの成果を評価するとともに、次期県健康増進計画策定

の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－子どもの食生活と健康についてのアンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－子どもの食生活と健康についてのアンケート調査票 

【調査対象】 （地域）福岡県全域（ただし、政令市、中核市、保健所設置市を除く） （単

位）個人 （属性）保育所（園）に通う３～６歳の園児 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，０００／７９，１９７ （配布）職

員 （取集）職員 （記入）自計 （把握時）平成２２年５月～６月 （系

統）福岡県－福岡県保健福祉環境事務所－保育所（園）－報告者 

【周期・期日】 （周期）おおむね５年 （実施期日）平成２２年５月～６月 

【調査事項】 １．園児の食事の食べ方について、２．園児の朝食の欠食について、３．

園児のお手伝いの状況について、４．園児が食事を一緒に食べる人について、

５．園児の睡眠の状況について、６．園児の生年月日・性別・身長・体重
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【調査名】 春季賃上げ、一時金（夏季・年末）要求・妥結状況調査（平成２２

年届出） 

【受理年月日】 平成２２年３月２３日 

【実施機関】 栃木県産業労働観光部労働政策課 

【目 的】 栃木県内事業所の春季賃上げ及び一時金（夏季・年末）に関する要求、交渉

及び妥結等状況を把握し、労働行政推進上の基礎資料とするとともに、調査結果

を事業所及び労働組合等に提供し、労使関係の安定に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－春季賃上げ要求・妥結状況調査票 ２－夏季一時金要求・妥結状況

調査票 ３－年末一時金要求・妥結状況調査票 

※ 

【調査票名】 １－春季賃上げ要求・妥結状況調査票 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）労働組合 （属性）日本標準産業分類（平

成１９年１１月改定）に基づく１４大産業（「建設業」、「製造業」、「電気・

ガス・熱供給・水道業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，

保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿

泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援

業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業」）に属する事業所

の労働組合組織のうちの単位組織組合及び単位扱組合 （抽出枠）労働組合

基礎調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２８０／７６８ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）第１回：４月３０日、第２回：５月３１日、

第３回：６月３０日 （系統）栃木県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）４月２５日～７月１０日 

【調査事項】 １．組合員数、２．企業の全従業員数、３．企業の主たる産業、４．要求

の方式、５．要求月日及び要求額、６．妥結月日及び妥結額、７．妥結前平

均賃金、８．平均年齢及び平均勤続年数、９．備考（プラスαの有無） 

※ 

【調査票名】 ２－夏季一時金要求・妥結状況調査票 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）労働組合 （属性）日本標準産業分類（平

成１９年１１月改定）に基づく１４大産業（「建設業」、「製造業」、「電気・

ガス・熱供給・水道業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，

保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿

泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援

業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業」）に属する事業所

の労働組合組織のうちの単位組織組合及び単位扱組合 （抽出枠）労働組合

基礎調査結果 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２８０／７６８ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）第１回：６月１日、第２回：６月３０日、

第３回：７月３１日 （系統）栃木県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月２５日～８月１０日 

【調査事項】 １．組合員数、２．企業の全従業員数、３．企業の主たる産業、４．一時

金の類型、５．要求月日及び要求額、６．妥結月日及び妥結額、７．一時金

算出の基礎となる平均賃金、８．平均年齢及び平均勤続年数、９．備考（プ

ラスαの有無） 

※ 

【調査票名】 ３－年末一時金要求・妥結状況調査票 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）労働組合 （属性）日本標準産業分類（平

成１９年１１月改定）に基づく１４大産業（「建設業」、「製造業」、「電気・

ガス・熱供給・水道業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，

保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿

泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援

業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業」）に属する事業所

の労働組合組織のうちの単位組織組合及び単位扱組合 （抽出枠）労働組合

基礎調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２８０／７６８ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）第１回：１０月１５日、第２回：１１月５

日、第３回：１１月３０日 （系統）栃木県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月１０日～１２月１０日 

【調査事項】 １．組合員数、２．企業の全従業員数、３．企業の主たる産業、４．一時

金の類型、５．要求月日及び要求額、６．妥結月日及び妥結額、７．一時金

算出の基礎となる平均賃金、８．平均年齢及び平均勤続年数、９．備考（プ

ラスαの有無）  
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【調査名】 住宅用火災警報器設置状況等調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年３月２６日 

【実施機関】 東京消防庁防災部生活安全課 

【目 的】 平成２２年４月１日より東京都（島しょ地域を除く）においてすべての住宅

に設置が義務化される住宅用火災警報器について、義務化直後の設置状況等を調

査し、従前の設置促進方策の検証及び義務化以降の設置促進方策の検討のため、

調査を実施する。 

【調査の構成】 １－住宅用火災警報器設置状況等調査 

※ 

【調査票名】 １－住宅用火災警報器設置状況等調査 

【調査対象】 （地域）東京都全域（稲城市及び島しょ地域を除く） （単位）世帯 （属

性）世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４８，０００／６，２２０，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査員が訪問した

時点 （系統）東京消防庁－民間事業者－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年５月１日～３１日 

【調査事項】 １．住宅用火災警報器の設置の有無、２．住宅用火災警報器の設置状況（設

置世帯のみ）、３．住宅用火災警報器未設置の理由（未設置世帯のみ） 
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【調査名】 女性雇用環境調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年３月２９日 

【実施機関】 長野県商工労働部労働雇用課 

【目 的】 少子高齢化や所得格差の拡大が進む中、職場における男女共同参画、ワーク

ライフバランス等について企業の取組実態を把握し、労働環境整備の基礎資料と

する。 

【調査の構成】 １－女性雇用環境調査 調査票Ａ（企業調査用） ２－女性雇用環境調

査 調査票Ｂ（個人調査用 男女共用） 

※ 

【調査票名】 １－女性雇用環境調査 調査票Ａ（企業調査用） 

【調査対象】 （地域）長野県全域 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる

下記の大分類に属する民営企業のうち、従業者数１０人以上のもの。「建設

業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金

融業，保険業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「医療，福祉」、「サービス業（他

に分類されないもの）」 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査調査

区別民営事業所リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１１４，５３０ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年４月３０日 （系

統）長野県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年５月２０日～６月１５日 

【調査事項】 １．回答企業の属性、２．雇用管理について、３．育児・介護休業制度等

について、４．再雇用制度について、５．ポジティブアクションについて、

６．セクシャルハラスメント防止対策について 

※ 

【調査票名】 ２－女性雇用環境調査 調査票Ｂ（個人調査用 男女共用） 

【調査対象】 （地域）長野県全域 （単位）個人 （属性）企業調査の対象企業の従業

者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２２年４月３０日 （系統）長野県－民

間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年５月２０日～６月１５日 

【調査事項】 １．回答者の属性、２．会社や仕事について、３．家庭生活や職業観、４．

育児・介護休業等の制度について、５．職場におけるセクシャルハラスメン

ト  
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【調査名】 千葉県観光入込客統計調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年３月３１日 

【実施機関】 千葉県商工労働部観光課 

【目 的】 千葉県内の観光地点等を訪れた人数、観光入込客の属性別の構成比、平均訪

問地点数、観光消費類単位等を把握し、観光振興施設の参考にする。 

【調査の構成】 １－千葉県観光入込客統計調査（観光地点等入込客数調査）票 ２－千

葉県観光入込客統計調査（観光地点パラメータ調査）票 

※ 

【調査票名】 １－千葉県観光入込客統計調査（観光地点等入込客数調査）票 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）個人 （属性）観光地点の管理者及び行祭

事・イベントの実施者 （抽出枠）千葉県観光地点及び行祭事・イベント名

簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）四半期（１～３月、４～６月、７～９月、１０～１２月） 

（系統）千葉県－民間事業者－市町村－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）四半期翌月の末日 

【調査事項】 月別観光入込客数 

※ 

【調査票名】 ２－千葉県観光入込客統計調査（観光地点パラメータ調査）票 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）個人 （属性）観光地点を訪れた個人 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，５００ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）併用 （把握時）四半期（１～３月、４～６月、７～９月、

１０～１２月）の休日 （系統）千葉県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）四半期に含まれる休日１日 

【調査事項】 住所（市町村名等）、性別、年齢区分、県内宿泊数、宿泊施設数、宿泊施

設の区分、旅行目的、同行者の区分、観光地訪問回数、県訪問回数、利用交

通機関、立ち寄り都道府県及び費目別使用費用  
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（２）変更 

【調査名】 生活習慣病予防支援システムに伴う生活習慣アンケート調査（平成

２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年３月１日 

【実施機関】 岩手県環境保健研究センター 

【目 的】 岩手県民の生活習慣の実態を把握し、岩手県健康増進計画「健康いわて２１

プラン」の評価及び生活習慣病対策の基礎資料とする。 

【沿 革】 本調査は、平成２０年から毎年実施。 

【調査の構成】 １－調査票様式１（小学１年生・４年生用） ２－調査票様式２（中学

１年生・３年生用） ３－調査票様式３（高校３年生用） 

【備 考】 今回の変更は、調査票様式２（中学１年生・３年生用）及び調査票様式３（高

校３年生用）の報告を求める事項の変更。 

※ 

【調査票名】 １－調査票様式１（小学１年生・４年生用） 

【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）個人 （属性）岩手県内の小学校に在籍す

る小学１年生及び４年生の保護者 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１５，７３１／２３，４９１ （配布）調

査員（調査対象学年の担任教諭） （取集）調査員（調査対象学年の担任教

諭） （記入）自計 （把握時）調査対象とする各学校において定期健康診

断が実施された日 （系統）岩手県－県保健所－県教育委員会教育事務所－

市町村教育委員会－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）９月末日 

【調査事項】 （ア）体格について（１．身長、２．体重）、（イ）食生活習慣について（１．

朝食摂取状況、２．間食摂取状況、３．食べない食品の有無）、（ウ）歯磨き

習慣について（１．歯磨き回数、２．かかりつけ歯科医の有無）、（エ）睡眠

について（１．起床時間、２．就寝時間、３．睡眠時間） 

※ 

【調査票名】 ２－調査票様式２（中学１年生・３年生用） 

【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）個人 （属性）岩手県内の中学校に在籍す

る中学１年生及び３年生 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１７，１７３／２６，００２ （配布）調

査員（調査対象学年の担任教諭） （取集）調査員（調査対象学年の担任教

諭） （記入）自計 （把握時）調査対象とする各学校において定期健康診

断が実施された日 （系統）岩手県－県保健所－県教育委員会教育事務所－

市町村教育委員会－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）９月末日 
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【調査事項】 （ア）体格について（１．身長、２．体重）、（イ）食生活習慣について（１．

朝食摂取状況、２．間食摂取状況、３．食べない食品の有無）、（ウ）歯磨き

習慣について（１．歯磨き回数、２．歯磨き剤の使用状況、３．糸ようじの

使用状況、４．かかりつけ歯科医の有無）、（エ）運動習慣について（１．運

動の実施の有無、２．身体活動の実施の有無）、（オ）困ったときの相談先に

ついて、（カ）睡眠について（１．起床時間、２．就寝時間、３．睡眠時間） 

※ 

【調査票名】 ３－調査票様式３（高校３年生用） 

【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）個人 （属性）岩手県内の県立高等学校に

在籍する高校３年生 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７，６１６／１１，３６６ （配布）調査

員（調査対象学年の担任教諭） （取集）調査員（調査対象学年の担任教諭） 

（記入）自計 （把握時）調査対象とする各学校において定期健康診断が実

施された日 （系統）岩手県－県保健所－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月末日 

【調査事項】 （ア）体格について（１．身長、２．体重）、（イ）食生活習慣について（１．

朝食摂取状況、２．間食摂取状況、３．食べない食品の有無）、（ウ）歯磨き

習慣について（１．歯磨き回数、２．歯磨き剤の使用状況、３．糸ようじの

使用状況、４．かかりつけ歯科医の有無）、（エ）運動習慣について（１．運

動の実施の有無、２．身体活動の実施の有無）、（オ）困ったときの相談先に

ついて、（カ）睡眠について（１．起床時間、２．就寝時間、３．睡眠時間）
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【調査名】 春季賃上げ要求・妥結状況調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年３月１５日 

【実施機関】 新潟県産業労働観光部労政雇用課 

【目 的】 新潟県内中小企業を中心とした民間労働組合の賃上げ要求・妥結状況を把握

し、労働行政の基礎資料とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１２年から毎年実施。平成２２年分の調査から、春季時短要

求・妥結状況調査票を廃止するとともに、地域振興局ごとに作成していた春季賃

上げ調査票の様式を統一、報告を求める事項の基準となる期日を変更。 

【調査の構成】 １－春季賃上げ調査票 

※ 

【調査票名】 １－春季賃上げ調査票 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）労働組合 （属性）中小企業を中心とした

労働組合 （抽出枠）（平成２１年労働組合基礎調査結果）連合新潟加盟組

合一覧表 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２５０／１，２２３ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）３月３１日、４月２０日、５月１０日、

５月３１日及び６月３０日の各時点（計５回） （系統）新潟県－新潟（長

岡、上越）地域振興局企画振興部－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）３月３１日～６月３０日 

【調査事項】 １．事業所及び企業全体の従業員数、２．組合員の数、平均年齢、平均勤

続年数及び平均基準内賃金、３．春季賃上げの要求年月日、要求金額等、４．

春季賃上げの妥結年月日、妥結金額等  
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【調査名】 卒業後の状況調査付帯調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年３月１７日 

【実施機関】 鹿児島県企画部統計課 

【目 的】 本調査は、文部科学省で実施している、学校基本調査（基幹統計調査）に付

帯して、鹿児島県における高等学校を卒業した者について、学校基本調査の調査

事項の詳細を調査することにより、鹿児島県の行政事務に必要な基礎資料を得る

ことを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２２年度 卒業後の状況調査付帯調査票（Ａ票） ２－平成２

２年度 卒業後の状況調査付帯調査票（Ｂ票） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の名称の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－平成２２年度 卒業後の状況調査付帯調査票（Ａ票） 

【調査対象】 （地域）鹿児島県全域 （単位）学校 （属性）鹿児島県内すべての高等

学校（通信制の課程は除く） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９９ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年５月１日現在 （系統）鹿

児島県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月１日 

【調査事項】 １．名称及び所在地、２．設置者及び本校又は分校の別、３．学科別の卒

業者数、４．学科別の卒業者の大学等への進学及び入学志願状況、５．学科

別の卒業者の就職状況 

※ 

【調査票名】 ２－平成２２年度 卒業後の状況調査付帯調査票（Ｂ票） 

【調査対象】 （地域）鹿児島県全域 （単位）学校 （属性）鹿児島県内すべての高等

学校（通信制の課程は除く） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９９ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年５月１日現在 （系統）鹿

児島県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月１日 

【調査事項】 １．学校名、２．学校種別、３．設置者別、４．本校分校、５．学科別、

６．課程別、７．男女別・産業分類別・都道府県別就職者数  
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【調査名】 人口移動調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年３月２５日 

【実施機関】 鹿児島県企画部統計課 

【目 的】 ５年毎に実施される国勢調査間の県の人口及び世帯数を毎月市町村別に推計

するとともに、年齢別人口を毎年推計し、各種行政施策の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－総括票 ２－個人別調査票 

【備 考】 今回の変更は、市町村合併による報告者の減少。 

※ 

【調査票名】 １－総括票 

【調査対象】 （地域）鹿児島県下全域 （単位）個人 （属性）各市町村における、出

生者、死亡者、転入者及び転出者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４３ （配布）電子メール （取集）電子メー

ル （記入）自計 （把握時）毎月１日午前零時現在 （系統）鹿児島県－

報告者（市町村） 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月１５日 

【調査事項】 １．住民基本台帳による男女別の前々月末人口、前月末人口、前月増減数、

２．前月１日現在、当月１日現在の世帯数（施設・外国人世帯含む）と月間

増減、３．日本人・外国人別の前月１日現在人口、出生数、死亡数、転入数、

転出数、毎月増減、当月１日現在人口 

※ 

【調査票名】 ２－個人別調査票 

【調査対象】 （地域）鹿児島県下全域 （単位）個人 （属性）各市町村における、出

生者、死亡者、転入者及び転出者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４３ （配布）電子メール （取集）電子メー

ル （記入）自計 （把握時）毎月１日午前零時現在 （系統）鹿児島県－

報告者（市町村） 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月１５日 

【調査事項】 １．出生・死亡・転入・転出の別、２．日本人・外国人の別、３．性別、

４．出生年月日、５．新旧住所（都道府県名及び市町村名、そのコード） 
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